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1

第1章 緒言

1.1 研究の背景

1970年代，アメリカ合衆国で制定されたマスキー法に代表される自動車排出ガス規制の

強化に伴い，自動車への電子制御導入の動きが活発化した．エンジン制御を起点に電子制

御化が進み，機械式キャブレタが主流であった燃料制御は，クランクセンサから得られるエ

ンジン回転数とエアフロメータから得られる吸入空気量から電子制御ユニット（Electronic

Control Unit : ECU）で燃料噴射量を算出し，インジェクタで噴射する方式に，点火制御は，

ディストリビュータのガバナ進角とバキューム進角から，ECUより各点火プラグへタイミ

ングを指示するディストリビュータレスイグニッション（Distributor Less Ignition : DLI）

方式に，キャブレタのスロットル全閉調整と空燃比調整により機械的に実現していたアイ

ドル制御は，ソレノイドバルブやステッピングモータの開閉制御へと変革した [1,2]．電子

制御は，機械式では不可能であったきめ細かい制御を可能にすることから，年々厳しくな

る排出ガス規制値を達成するためには欠かせない技術となり，ソフトウエアによる制御開

発の利便性も相俟って，電子制御への置き換えが加速した．その結果，電子制御の適用範

囲はエンジンのみならず，トランスミッション，操舵，制駆動系から空調などの快適装備

にまで至っており，搭載される ECUの総数が 100個を超える車種も現れ始めた [3]．使用

されるマイクロプロセッサ（Micro Processing Unit : MPU）は，8bitから 32bitへと変わり，

動作周波数も 2MHzから 400MHzへ増加するなど，MPUに要求される処理能力も増加の

一途をたどっている [4]．

従来，電子制御化のアプローチは，アクチュエータを機械式から電気式へ置き換え，ECU

で制御するという流れであったが，燃費や性能を極限まで追及するあまりドライバ意図に

まで制御が介入するX-by-Wireへと発展した．X-by-Wireとは，航空機の Fly-by-Wireに代

表されるように，「ドライバの意思を電気信号に変換し，その電気信号に基づき ECUがア

クチュエータを駆動する」技術である [5]．電気信号で意思を伝達するため機械的伝達機

構が廃止でき，燃費向上，予防安全技術の実現，衝突安全性向上や搭載位置・デザインの

自由度向上といった多くの利点がある．そのため，既に製品化されている Drive-by-Wire
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に加え，Steer-by-Wire，Shift-by-Wire，Brake-by-Wireなど，あらゆる機構のX-by-Wire化

が検討され，製品化を目指している [6–8]．しかし，多くの利点を有する反面，ドライバ

操作とアクチュエータ動作の間に機械的結合が存在しないことに加え，ドライバ意図にも

制御が介入することから，制御系を構成するコンポーネントのいずれかに故障が発生する

と，暴走，セルフステア，逆走などの危険に至る恐れがあり，安全設計が極めて重要にな

る．Fly-by-Wireで先行する航空機では，３重系を構成し多数決をとる，油圧系統の全損時

に操縦翼面の代わりに左右の推力を操作し姿勢制御する，舵面故障時に残りの正常な操縦

翼面を操作対象とした制御系へ再構築するなど，飛行を継続するための安全設計が考えら

れている [9–14]．先行する航空機の安全設計手法を自動車に適用すればよいと思われるが，

そのまま適用することは困難である．その理由として，自動車は航空機と比べコストや搭

載スペースの制約が厳しいこと，故障発生から危険回避するまでの時間的余裕がないこと，

厳格な運行管理がされていないことなどが挙げられる．そのため，自動車の安全設計は乗

り物の中で最も難しいといわれており，既に十分な性能が確認されている X-by-Wireシス

テムも存在するが，安全性が十分に検証できていないため製品化に至っていない．すなわ

ち，製品化するうえでは「安全性の確保」が最重要課題であり，安全設計が確立しない限

り我々は X-by-Wire技術の恩恵を享受できないといっても過言ではない．

しかしながら，従来安全設計に対する明確な基準やプロセスがなく，車両メーカ，部品

サプライヤ毎に独自の手法で安全設計を行うのが一般的であった．そのため，長年慣れ親

しんできたハードウエアを中心とした機械式システムの設計プロセスが踏襲されることが

多く，正常時の機能を実現するためのハードウエアを作り込んだ後，故障の木解析（Fault

Tree Analysis : FTA）や故障モードと影響解析（Failure Mode and Effect Analysis : FMEA）

などで各故障モードの致命度を分析し，危険と判断された故障モードに対し，故障検出，

フェイルセーフ／フェイルソフトや保護装置の追加による影響度の軽減，材質強化や冗長

化による発生頻度の低減などを行い安全性を確保するという手順で行われていた．その結

果，既に作り込みが完了している正常時の機能や他のシステムに影響を及ぼさないような

コンポーネント単位の安全設計に帰着し，コンポーネント間に重複した冗長性が散在する

ことで車両重量やコストの増加を招いた．安全設計によりX-by-Wireの利点が失われると

いった問題の顕在化により，従来手法の延長線上では高度化する電子制御システムの安全

性確保は困難であることが広く認識されるようになってきた．

一方，電子制御化の動きは，自動車業界に限らず多種多様な業界に及んでおり，安全性

確保は共通の問題となりつつあった．安全基準，プロセスを各社が独自に策定し，運用

する方法ではもはや限界であるとされ，国際電気標準会議（International Electrotechnical
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Commission : IEC）1が，2000年に電気／電子／ソフトウエアの機能安全に関する国際規

格 IEC61508を発行した．その後，IEC61508の確率論に偏重した機能安全の問題点を改め，

2011年に国際標準化機構（International Organization for Standardization : ISO）2が自動車向

け機能安全規格 ISO26262を発行した [15]．客観的に安全性評価ができるという利点から，

口火を切った欧州の車両メーカに続き，国内の車両メーカも 2014年以降に生産が始まる新

規の電子システムから規格対応する方針を提示し，部品サプライヤに対しても規格対応を

求める動きが活発化した．そのため部品サプライヤは，コンポーネント単位で安全設計を

行い，ボトムアップ式に車両の安全性を主張してきた従来手法を改め，規格が要求するハ

ザード分析とリスクアセスメント結果より決定した安全目標から設計要件を導出し，ソフ

トウエア，ハードウエア設計を行うトップダウン式手法への変革を求められており，製品

設計初期段階から性能のみならず，安全性も考慮した設計手法を模索し始めた．

さらに，近年の自動車を取り巻く技術の変革は著しく，新たな安全設計の可能性を生み

出していることも見逃せない．中でも，内燃機関車両から電動車両への移行や，車車間，

路車間の通信技術を駆使して運転支援を行う高度道路交通システム (Intelligent Transport

Systems : ITS)が興味深い．

電動車両では，エンジンに比べ小型かつ軽量なモータが駆動力となるため，インホイー

ルモータのように各車輪へ搭載することも可能となる．インホイールモータは，車両運動

性能の向上に加え，駆動力の冗長性増加や，左右輪の駆動力差による旋回モーメント発生

など，従来の駆動系の枠を超えた潜在能力を有している．ゆえに，操舵機能が故障により

喪失した際，左右輪の駆動力差により操舵機能を確保するなど，環境や車両運動性能向上

のために導入された技術に潜在する冗長性や機能を活用すれば，新たな冗長化を伴うこと

なく安全性が確保できる可能性がある．

一方，ITSに関しては，従来の「１台の車両で安全設計を完結する」という考え方そのも

のを一掃する可能性を有している．すなわち，コスト，スペース，重量などの制約の多い

１台の車両で確保すべき安全性を緩和し，その分車車間，路車間の制御を介入させること

で，交通システム全体として安全性を確保するというアプローチを実現するための基盤に

なりうるということである．具体的にいうと，巡航中の航空機に故障が発生した場合，最

寄りの空港を完全に閉鎖して緊急着陸態勢をとるように，故障が発生した場合，車両自身

で最低限の「走る」，「曲がる」，「止まる」の機能を確保したうえ，さらに周辺の車両が衝

1各国の代表的標準化機関から成る国際標準化機関であり，電気および電子技術分野の国際規格の作成を

担う．
2各国の代表的標準化機関から成る国際標準化機関であり，電気・通信および電子技術分野を除く全産業

分野（鉱工業、農業、医薬品など）に関する国際規格の作成を担う．
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突回避動作をし，信号機などにより他の車両の進入を防ぐという一連の動作が行われて安

全性が確保される耐故障性を有する交通システムが考えられる．また，１台の車両で全て

の安全要件を担う必要性がなくなることで，車両設計の自由度が格段に向上する．その結

果，クラッシャブルゾーン廃止によるボデー形状の劇的な変化など車両設計の革新が期待

でき，昨今提唱されている移動手段以外の利用方法も想定した新たなクルマビジネス [16]

にも貢献できると予想される．

本論文では，近年の自動車を取り巻く技術変革を性能，環境や快適性の向上といった視

点とは別に安全設計の観点から眺め，その潜在能力を生かし，機能安全規格が求める設計

初期段階から性能と安全性の両要件を考慮した制御系とその設計法について検討する．

1.2 自動車用機能安全規格 ISO26262

本節では，耐故障制御系設計を行ううえで準拠が求められる自動車用機能安全規格 ISO26262

の概要を述べるとともに，規格準拠に向けた取り組みと課題について整理する．

1.2.1 概要

ISO/IEC Guide 51 (Safety aspects – Guidelines for their inclusion in standards)は，各分野

の国際規格に安全に関する規定を導入するためのガイドラインとして位置付けられ，安全

に関する基本的な概念や安全規格の体系を定義したものである．安全に関する国際規格は，

ISO/IEC Guide 51に基づき図1.1に示すように体系的に策定されている [17]．基本安全規格

（タイプA規格），グループ安全規格（タイプB規格），製品安全規格（タイプC規格）の

３つのクラスで構成されており，各規格がカバーする範囲は，基本安全規格＞グループ安

全規格＞製品安全規格の順になる．なお，安全を主題としていない規格の中に安全の側面

を盛り込む場合には，「安全側面を含む製品規格」という別系統として分類される [17,18]．

基本安全規格は，広範囲の製品を対象とし特定の製品に特化しない規格であり，基本概念，

設計のための一般原則を示した ISO12100やリスクアセスメントの原則を定義した ISO14121

などが該当する．グループ安全規格は，各製品で共通に使用される制御装置，インターロッ

ク装置や安全距離に関する横串的な規格であり，制御システムの安全規格 ISO13849-1や機

能安全規格 IEC61508などが挙げられる．製品安全規格は，各産業において扱う製品に要求

される安全レベルを考慮し具体的な手順を示した規格で，DO-178B（航空機），IEC62278，

IEC62279（鉄道），IEC61513（原子力）や IEC62304（医療）などがあり，自動車用機能

安全規格 ISO26262も製品安全規格に相当する．ただし，ISO規格については，上記クラ
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スにおける規格の位置付けを明記したものが多いが，IEC61508など IEC規格については，

ISO/IEC Guide51を参照先の規格として記載しているものの，自身のクラスにおける位置

付けは明記されておらず [17]，IEC61508を基本安全規格と捉える考え方もある [18]．

ISO26262は，2000年に発行された電気／電子／ソフトウエアの機能安全に関する国際

規格 IEC61508をベースに，自動車向けに改定した機能安全規格である．運転手を除く乗

車定員が 8名以下で，車両総重量が 3500kgまでの量産される乗用車に組み込まれる安全関

連システム（１つまたは複数の電気／電子システムを含む）を適用対象としている．近年

の自動車は電子部品の占める割合が増加しており，かつ電子部品同士が相互にネットワー

クを形成しているため，１つの部品の異常がどこまで波及するか把握するのが困難になり

つつある．よって，機能間をまたがって安全関連システムを定義し，安全コンセプトを確

立することが必要とされる．ここで機能安全とは，許容できないリスクを回避するため制

御対象や制御装置を監視し，故障発生時に制御対象を停止したり，ユーザに警報を出すと

いった安全装置によって実現される安全性を指している．一方，危険そのものの設計上の

除去や機械構造的なフェイルセーフ機構などによって担保される安全性は本質安全といい，

機能安全と対比される用語である．

������

��	
����

������

図 1.1 国際安全規格体系
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1.2.2 安全設計プロセス

ISO26262が提唱する安全設計プロセスは，「安全は元から備わっているものではなく，目

標を立てて達成するものである」という思想に基づいている．従来の安全設計では，FTA

や FMEAを行い各故障の影響度，発生度合い，検出度合いを評価し，これら３つの度合い

から故障対策の必要有無のみを判断していた．これに対し ISO26262では，ハザード 3の危

険度合いにより，故障対策の必要有無だけではなく設計・評価方法および設計から製造に

至るまでのプロセス管理レベルを変えている．すなわち，「ものは壊れる」という観点から

製品の故障や誤動作によって安全性を損なわないための機能や対策を設計に織り込むのは

もちろん，新たに「人はミスを犯す」という観点を加え，設計から製造に至る各過程で不

具合を混入させない，もしくは混入した不具合を見つけ出すための対策を仕組みに織り込

む [17]という両面からのアプローチを採用している点が特徴であり，従来手法と大きく異

なる点である．

従来の性能目標を起点とした設計プロセスと同様に，ISO26262では図 1.2に示すような

安全要件継承フローが定められている．安全目標を起点に，システム，ハードウエア，ソフ

トウエアの各要件を決定するため，システム構想段階での安全要件導出が必須になる．すな

わち，ハザード分析とリスクアセスメントを通じ，アイテム 4の機能不全（故障）が引き起

�������
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図 1.2 安全要件継承フロー [15]

3潜在危険ともいい，危険源から危害に至るプロセス，すなわち危険源と危害の発生を結び付けるメカニ

ズムを表す概念を指す [18]．
4車両に機能として実装されるシステムや，それに含まれるサブシステムなど，機能安全の規格を適用す

る開発の対象を指す．アイテムの定義には，機能要件，非機能要件，他のアイテムとの関連性に加え，機

能コンセプト，想定する使用条件・環境，法的要件などが求められる [17]．
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こすハザードを特定および分離し，危害 5の防止または緩和に関連した安全目標を設定する

ステップから開発が始まる．ハザード分析では，Hazards and Operability Study（HAZOP），

FMEAなどの手法を用いて，アイテムに潜在する危害に至る可能性のある振る舞いを識別

する．リスクアセスメントでは，リスク 6の指標として Automotive Safety Integrity Level

（ASIL）を使用し，以下に示す３つの指標（S，E，C）から決定する．

S：過酷度（Severity）

アイテムの機能不全によりドライバまたは他の交通関係者が受ける傷害の重さの見

積もりである．各ハザードに対し，表 1.1にしたがってS0，S1，S2，S3の過酷度の

クラスの１つを割り付ける．この指標は，医学的なガイドラインなどをもって見積も

られる．

表 1.1 過酷度のクラス

クラス S0 S1 S2 S3

内容 傷害なし 軽度および中程

度の傷害

重度および生命

を脅かす傷害

（生存の可能性

がある）

生命を脅かす傷

害（生存がはっき

りしない）

E：曝露可能性（Probability of exposure）

想定される運転状況の期間，もしくはある状況の発生頻度のどちらかの指標による

見積もりである．各ハザードに対し，表 1.2にしたがってE0，E1，E2，E3，E4の発

生頻度のクラスの１つを割り付ける．この指標は，対象となるハザードのシナリオ

（危険源から危害に至るまでの流れ）に基づき，道路環境，天候，車両周辺状況，時

間帯，運転操作などから判断される．

表 1.2 曝露可能性のクラス

クラス E0 E1 E2 E3 E4

内容 可能性なし 可能性が非常

に低い

可能性が低い 可能性が中程

度

可能性が高い

5有害物質，振動源，機械の回転部，鋭利部，放射線源など物質やエネルギーなどとして認識できる危険

源によって人体，財産および環境にもたらされる負の結果を指す [18]．
6「危害の重大度と危害の発生可能性の組み合わせ」で定義される [17]．
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C：回避可能性（Controllability ）

ドライバまたは他の潜在的リスクのある人が，特定の危害を回避するために，ハザー

ドに対し十分に抑制することができる確率の見積もりである．各ハザードに対し，表

1.3にしたがってC0，C1，C2，C3の回避可能性のクラスの１つを割り付ける．ドラ

イバあるいは他の被害を被る可能性のある交通参加者が，発生しているハザードを

制御でき，被害を回避することができる可能性の見積もりである．

表 1.3 回避可能性のクラス

クラス C0 C1 C2 C3

内容 一般的に回避可

能

容易に回避可能 通常は回避可能 回避困難または

回避不能

各ハザードに割り付けたS，E，Cのクラスから，表 1.4にしたがってASILを決定する．

表 1.4 ASIL決定表
過酷度クラス 曝露可能性クラス 回避可能性クラス

C1 C2 C3

S1 E1 QM QM QM
E2 QM QM QM
E3 QM QM ASIL A
E4 QM ASIL A ASIL B

S2 E1 QM QM QM
E2 QM QM ASIL A
E3 QM ASIL A ASIL B
E4 ASIL A ASIL B ASIL C

S3 E1 QM QM ASIL A
E2 QM ASIL A ASIL B
E3 ASIL A ASIL B ASIL C
E4 ASIL B ASIL C ASIL D

ASILは，A～Dの４段階に分類されており，ASIL–AからASIL–Dに進むにしたがって

安全要求が高くなり，設計手法やプロセス管理がより高度かつ厳格なものとなる．なお，表

1.4中のQM（Quality Management）は，機能安全を適用しなくてもよい通常の品質管理を

要求している．自動車業界で統一的な定義が存在するわけではないが，X-by-Wire製品に

関するリスクは，ASIL–C，または ASIL–Dと定義されることが多く [19]，非常に高い安

全性が求められている製品の１つである．分析対象によっては，同一システムに複数のハ

ザードが存在するが，各ハザードに対して ASIL 分析を行い，最も厳しい ASILを対象シ
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ステムのASILとして割り当てる [17]．なお，安全ライフサイクルを実施する組織は，ISO

／TS16949（自動車産業向け品質マネジメント規格），ISO9001（品質マネジメント規格），

または同等の規格に準拠した組織レベルの品質管理が必要であるとされる．

ASIL決定後は，ASILとともに設定される安全目標からリスク低減に向けた機能安全コ

ンセプトを作成する．さらに，機能安全コンセプトを技術安全コンセプトに詳細化し，シ

ステム設計に反映する．ハードウエアとソフトウエアに該当する安全要件を仕様化する工

程と，開発成果物を統合して評価（検証および妥当性確認）を行う工程を策定する．設計・

評価完了後の安全妥当性確認工程において，リスク低減方策の妥当性，有効性や残存（残

留）リスクが，現今の社会的価値観から見た許容リスク，受容リスクの範疇であることが

立証できるまで上記プロセスを繰り返すこととなる．

1.2.3 規格準拠に向けた取り組み

ISO26262の発行から４年ほど経過し，車両メーカ，部品サプライヤなど，自動車関連企

業の規格準拠に向けた取り組みが本格化してきている [19]．IEC61508発行当初から機能安

全に取り組む欧州勢が先行しているが，調達要件化などの背景もあり，日本勢も追従する

動きを見せている．また，TÜV SÜDなどの認証機関も進出してきており，認証取得に向

けたサポートサービスなども提供されはじめている．

現在，認証取得対象の多くは，ASILの段階毎に具体的な必須・推奨技法や検証方法が明

記されているソフトウエア開発プロセスやソフトウエアツールであり，MISRA7が策定して

いる自動車版ガイドラインMISRA安全性解析（MISRA Safety Analysis：MISRA-SA），欧

州の主要車両メーカが共同で策定した自動車業界向けのプロセスモデルAutomotive SPICE

や，組織のプロセス管理指針を体系化した能力成熟度モデル統合（Capability Maturity Model

Integration：CMMI）など ISO26262と親和性の高い既存のガイドラインへの準拠が認証取

得の後押しになっている事例が多い [20]．一方，規格内で大きな比重を占めるハザード分

析，リスクアセスメントや安全要件を考慮した制御系設計法など，従来ガイドラインが存

在しない領域に関しては，本規格内でも具体的な記述がなく，模範となる手法が確立され

ていないうえ，認証取得活動も進んでいないのが実情である．

特に，ASIL決定後のリスク低減アプローチで重要な役割を担う「安全要件を考慮した

制御系設計」は，各社の悩みの種である．ISO26262では，ASIL–CまたはASIL–Dといっ

た高いリスクを有するX-by-Wireのリスク低減において，制御系設計に対し冗長化設計や

7The Motor Industry Software Reliability Association
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フェイルソフト（縮退運転）機能を求めている．これに対し，性能要件を達成するための

制御系を構築後，性能要件に影響を及ぼさないようにバックアップ用のセンサ，アクチュ

エータを実装して冗長化し，故障時に制御系を切り替えてフェイルソフトを行う従来手法

では，ISO26262が定める設計初期段階から安全要件を考慮する設計プロセスに準拠しな

い．また，急激に進む電子制御化の波を受け，車両重量やコストの増加など X-by-Wireの

利点を失うという深刻な課題も表面化してきており，設計方針の転換が必須であるためで

ある．

今後，ソフトウエア開発プロセスやツール以外の規格要件に対する準拠，および認証取

得を目指すにあたり，設計初期段階から性能と安全性の両要件を考慮し，かつバイワイヤ

化の利点を失う車両重量やコストの増加を伴わない冗長化設計手法が必要とされており，

実用的な設計法の確立が急務である．

1.3 制御工学分野の安全設計に対するアプローチ

安全設計に対しては，システム，制御，情報，構造，材料工学など幅広い工学分野のみ

ならず，人文科学，社会科学分野など異種多様な分野の技術，知見を活用した様々なアプ

ローチが考案されている．本節では，本研究にて主眼を置く制御工学分野での安全設計に

対するアプローチについて整理し，研究の位置付けについて述べる．なお各用語について

は，分野により使われ方，意味する範囲などが異なるため，議論する分野に応じた定義を

再確認することが必要である．

表 1.5に，安全関連技術と適用される制御関連技術との関係を示す．

表 1.5 安全関連技術と適用される制御関連技術との関係

安全関連技術 適用される制御関連技術

エラーリカバリ 制御系構造設計（切り替え型，再構築型など），適応制御

フェイルセーフ ロバスト制御

故障検出 オブザーバ，フィルタリング

故障診断 時系列データ解析，ベイジアンネットワーク，人工知能

エラーリカバリ，フェイルセーフは，制御系を構成するコンポーネント（センサ，MPU，

アクチュエータなど）を冗長（多重）化し多数決選択する，切り替え，再構築機構を有す

る制御系やロバスト制御系を設計するなどして信頼性を向上させるとともに，故障発生時

の危害を軽減する技術である．エラーリカバリは，切り替え，再構築など，故障情報を活

用し積極的に制御系の変更を行い，故障発生前と同等の機能，または機能を縮小してでも
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動作を継続（縮退運転）するフェイルソフトなどを設計目標とする能動型の安全関連技術

である．なお，故障発生時にシステムを安全な状態（たとえば，停止）へ移行させるアク

ティブフェイルセーフは，エラーリカバリの範疇で議論されることが多い．一方，フェイ

ルセーフは，ロバスト制御の手法を使い制御系を変更することなく，故障発生時も正常時

と同一の制御系で安全性を保証するという受動型の安全関連技術である．故障発生後，エ

ラーリカバリ動作に入るまでの一時的な安全性を保証する位置付けで実装されることも多

い．なお，前述のアクティブフェイルセーフと区別するため，パッシブフェイルセーフと

呼ばれることもある．

故障検出，故障診断は，エラーリカバリの実行判断に必要な故障有無に関する情報を得

る（検出，または推定する）技術である．故障検出は，主にシステムの稼働中に迅速な対

策が必要な突発故障を対象とし，あらゆる制御状況下において検出漏れや誤検出の無い確

実な検出を設計目標とする．一方，故障診断は，主に経年劣化のような対策が不急の故障

を対象とし，システムから得られたデータをオフラインで分析し，故障有無に加え，原因

の特定や故障の背後に潜む要因の分析までを設計目標に含めている．

ISO26262の要求に基づき，制御工学の視点から，冗長化による信頼性向上とフェイルソ

フトによる故障発生時の危害軽減を目指す本研究は，表 1.5のエラーリカバリ技術に位置

付けられる．なお，本論文内で使用する「フェイルセーフ」は，前述したエラーリカバリ

技術の範疇に含まれる「アクティブフェイルセーフ」を指していることに注意されたい．

1.4 自動車を取り巻く技術の変化

近年，自動車を取り巻く技術は大きく変化している．電動化と大規模システムとの連携

が時流であり，これらの技術は安全設計の視点から見ても大変興味深く，従来の延長線上

の設計思想から脱却する転機であるといっても過言ではない．本節では，車両の電動化と

大規模システムの代表例である高度道路交通システムを取り上げ，その特徴と安全設計面

での魅力について述べる．

1.4.1 車両の電動化

地球環境問題が年々深刻化する中，持続可能なモビリティ社会を実現していくためには

化石燃料依存からの脱却と CO2の削減が急務であり，車両メーカは電気自動車（Electric

Vehicle : EV）やプラグインハイブリッド車（Plug-in Hybrid Vehicle : PHV）などの電動車

両の開発にしのぎを削っている．環境性能目的が先行した電動車両であるが，駆動力が内



12 第 1章

燃機関から電気モータに変わったことで，トルク応答が２けた速い，分散配置できる，発

生トルクが正確に把握できるという特徴 [21]を有しており，車両運動制御の観点からも魅

力的であることから，様々な方式の電動パワートレインが検討されている．

中でも注目すべきは，インホイールモータである．現在，インホイールモータを搭載し

た電気自動車は広く普及していないが，ドライブシャフト，ディファレンシャルギアが不

要であることに起因した以下のような利点 [22, 23]があり，将来の有望な技術として各車

両メーカが実用化を目指して開発に取り組んでいる．

(1) 駆動系の共振の影響を受けないため，高応答・高精度なトルク制御が可能となる

(2) 駆動系に起因するレイアウト上の制約がないため，デザイン自由度が向上し，車室空

間を広く取ることができる

(3) エネルギー損失が少なく，走行に要する電力消費量を低減することができるため，１

充電当りの航続距離の延長が可能となる

昨今では，NTNの超小型 EVをはじめ，i-Road（トヨタ自動車），ブレードグライダー

（日産自動車），SIM-HAL（SimDrive）など様々なカテゴリの車両へインホイールモータ

の適用が試みられており，国内外の実証実験において公道走行も行われている．特に，搭

載スペースの制約が厳しい小型電動車両を中心に，Steer-by-Wireとインホイールモータ方

式のDrive-by-Wireの両者を搭載した車両が開発 [24]されており，将来の主流方式になる

ことが期待されている．

上記特徴をもつインホイールモータは，前輪，後輪，あるいは全輪の左右毎に配置され

るため，左右輪の駆動力に差をつけることで旋回モーメントを発生することが可能となる．

すなわち，系の枠を超え，駆動系のアクチュエータから操舵系と同一の車両運動挙動が実

現できるということである．また少なくとも左右に１つずつ駆動源があるため，片方故障

時に残りの正常な駆動源とSteer-by-Wireで片輪走行に伴うヨーモーメントを打ち消しなが

ら走行を継続することも可能となる．これらは，インホイールモータを用いた電動プラッ

トフォームの潜在能力といえ，安全設計への活用が期待される．

1.4.2 高度道路交通システム

従来，自動車の技術開発では車両単体を最上位システムに位置付け，車両要件を筆頭に

各コンポーネント要件を抽出する手順が一般的であり，一車両内で完結していた．近年で
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は，車両単体の枠を超え，大規模システムを構成する１つのサブシステムとみなす考え方

が浸透してきており，車両に求められる要件も様変わりしてきている．

自動車関連の大規模システムとして，高度道路交通システムが代表的である．1990年代

後半から事故や渋滞の低減，燃料消費の抑制などをねらいとして，自動車と道路とを密に

一体化した交通システムを実現する動きが活発化し，今なお進化し続けている．渋滞や交通

規制などの道路交通情報をリアルタイムに送信し、カーナビゲーションなどの車載器に文

字や図形で表示する交通情報通信システム（Vehicle Information and Communication System

: VICS），自動料金収受システム（Electronic Toll Collection System : ETC）など一部の製

品は実証実験による検証を経て普及期に入っている．

中でも注目すべきは，700MHz帯の無線電波を用いた車車間，歩車間，路車間，路路間通

信に代表される車両，人，施設間の通信技術である [25–28]．他の車両，周辺環境の情報が

図 1.3 車車間通信

図 1.4 路車間通信
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通信を介して取得可能となることで，必要な情報の全てを車両単体で取得するという従来

思想は定石ではなくなりつつある．たとえば，ドライバの負荷軽減，サグ部 8での渋滞解消

を目指して開発が進むアダプティブクルーズコントロール（Adaptive Cruise Control : ACC）

では，アクセルペダルを踏み続けることなく設定した速度を維持し，車間距離を保つため

にミリ波レーダなど自身が保有するセンサを使って他の車両の動作や周辺環境の変化を把

握し，制御する方法が一般的であった．近年では，車車間，路車間通信を活用し，周辺車

両同士で相互に情報交換することで，互いの挙動を事前に把握したうえで制御を行う協調

型アダプティブクルーズコントロール（Cooperative Adaptive Cruise Control : CACC）へと

発展し [29]，車両メーカ各社は 2018年度までの実用化を目指している．CACCは，ACC

に比べ必要な車載センサが少ないにもかかわらず，停止，発進時のタイムラグがなくなる

など ACCと比べて優れた機能をもつ．上記 ACCから CACCへの発展からわかるとおり，

通信技術進歩の恩恵を受け，車両単体で制御に必要な全ての信号を把握することなく，よ

り高度な制御が実現可能な環境が整備されつつある．安全設計視点でも同様に，他の車両

や道路側の設備と協調して安全性を確保することで，車両単体に要求される安全設計要件

を緩和することが考えられる．

高度道路交通システムは，高齢者ドライバの増加に伴う運転支援や予防安全，渋滞緩和

など道路リソースの有効利用を目指し今後より一層発展すると予想され，車車，路車間通

信の基盤も強固に整備されていくことが期待できる [30,31]．交通システムを高度化する代

わりに車両単体の機能は簡素化するなど，交通システム全体を俯瞰したうえで適切な機能

配置をすることが重要になる．この技術変革を転機に，従来の車両単体で閉じた安全設計

から脱却し，交通システム全体で安全を担保する手法へ転換していくべきであると考える．

1.5 研究の目的

1.4節で述べたとおり，自動車を取り巻く技術の変革は目まぐるしく，従来一車両かつ同

一系内で閉じていた安全設計は，系の枠を超え，さらには車車間，路車間の相互作用を含

めて考えることができる可能性を有している．その結果，車両単体に要求される安全設計

要件が緩和され，車両重量，コスト低減といった利点の創出が期待される．我々の最終的

なねらいは，車両，交通・通信基盤が一体となり，交通システム全体で安全性を確保する

手法の確立である．

一方，路車間の相互作用を実現するための交通・通信基盤の整備には，膨大な費用と数

8下り坂から上り坂に変化する凹部を指す．
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十年単位の時間が必要であり，普及は程遠い．また，車車間の相互作用に関しても，全て

の車両に通信機能を搭載する必要があり，幅広い価格帯，年式の車両が混在する中で完全

な普及段階に到達するには，十数年単位の時間が必要になると思われる．ゆえに，交通シ

ステム全体での安全設計は，長期的視点では有望であるが，既にプロトタイプ開発が完了

しているX-by-Wireの恩恵を享受するために安全設計の確立が急務である現状を踏まえる

と，短中期的に実現可能な新たな手法が必要である．

そこで本研究では，X-by-Wireシステムの早期製品化および車両のフルバイワイヤ化を

後押しするため，一車両の安全設計に焦点を当て，ISO26262が要求する「冗長化設計と

フェイルソフト機能」をバイワイヤ化の利点を損なうことなく達成する耐故障制御系と，

設計初期段階から安全要件を考慮した設計手法の確立を目的とする．具体的には，1.4.1項

で述べた Steer-by-Wireとインホイールモータ方式のDrive-by-Wireを搭載した車両を題材

に，操舵，駆動系のアクチュエータとセンサの故障について考える．従来のコンポーネン

ト毎に冗長化設計を行い安全性を確保する手法から脱却するため，車両に潜在する冗長性

を活用し，バックアップを目的としたアクチュエータ，センサの追加や制御自由度の増加

を伴わないアプローチについて検討する．

ここで，本研究で着目する「車両に潜在する冗長性」について詳しく述べる．

操舵，駆動系のアクチュエータ故障に対しては，1.4.1項で述べた「左右輪の駆動力差に

よる旋回モーメント発生」や「Steer-by-Wireによる片輪走行時のヨーモーメント打ち消し」

といった能力を潜在する冗長性と捉え，バックアップ装置を用意する代わりに，故障で喪

失した機能を別の系（操舵系故障の場合は駆動系，駆動系故障の場合は操舵系）のアクチュ

エータを使って相互に補償するというアプローチで耐故障制御系設計を進める．

センサ故障に対しては，人間（ドライバ）と電子制御の間に潜在する冗長性の活用を考

える．自動車の運転は，「認知」，「判断」，「操作」のサイクルから成り立っており，どれか１

つでも欠けると正常な運転は不可能である．図 1.5に示すように，認知，判断，操作のサ

イクルには，人間と電子制御による２つのサイクルが存在している．人間によるサイクル

では，視覚，聴覚，三半規管などを使って車両挙動，周辺状況を認知し，脳で判断し，ア

クチュエータを介して車両を操作している．一方，電子制御によるサイクルでは，センサ

で認知し，ECUで判断し，アクチュエータを介して車両を操作する．電子制御が人間のサ

イクル（＝ドライバ要求）から大きく乖離していないことを把握するため，人間と電子制

御の２重系が必然的に存在するが，冗長系であるとみなすには運用方法も考慮しなければ

ならない．

現状の自動車は人間の操作が前提であるため，人間と電子制御によるサイクルが常に共



16 第 1章

��

�� ��

�������

�	
�	
�
��

���

���

��������

��������	


���
������	


図 1.5 人間（ドライバ）と電子制御による「認知」・「判断」・「操作」サイクル

存しており，認知，判断，操作のサイクルは常時冗長系をなしているといえる．これに対

し航空機では，夜間や悪天候環境下では人間による認知が困難であるため，人間は計器を

見ることで状況を認知し運行を継続する「計器飛行方式」という飛行方式が存在する [32]．

計器の情報はセンサを介して得られる情報であるため，常に冗長系が保たれているとはい

い難い．さらに，オートフライトコントロールシステム（Automatic Flight Control System

: AFCS）を使った自動操縦時では，認知，判断，操作の全てのプロセスが電子制御のみで

行われることとなる．このように，人間または電子制御による操縦が混在する運用方法が

ある場合も，常に冗長系が保たれているとはいい難い．

昨今，自動車においてもセンサ（カメラ）を介して車両周辺状況の把握を支援するシステ

ムや自動運転など，航空機と同様な技術が開発されている．ただし，自動車は航空機と違っ

てドライバが特別な訓練を受けていないことや，台数が多く，走行方法や経路のフレキシ

ビリティが高いことに利点があることを鑑みると，近い将来航空機と同様な運用が適用さ

れるとは想像し難い．本格的な運用は，現行製品のブラインドモニタやサラウンドビュー

モニタのように，交差点での死角確認や駐車時の自車位置把握など特定状況下での活用や，

駐車場などエリアを限定した自動運転 [33]を経て十分な社会的認知を得る必要があり，長

い年月を要すると考える．
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上記考察を踏まえ，本研究では自動車に対して航空機と同様な運用は想定せず，人間と

電子制御の２つのサイクルが常時冗長系をなしていることを活用し，センサ故障時は電子

制御によるサイクルを維持せず，人間の認知に基づく判断，操作で運転を継続することを

考える．そのため，電子制御によるサイクルで使用するセンサは冗長化せず，人間による

サイクルへ悪影響を与えないことを設計目標とし，車両操作への介入を抑制または遮断す

る方法を検討する．

1.6 本論文の構成

本論文は，全６章で構成される．

第 1章では，本研究の背景ならびに本研究の目的を述べた．

第2章では，将来の小型電動車両向けの操舵，駆動方式として期待される，Steer-by-Wire

とインホイールモータを搭載し前輪操舵に加え左右後輪の制駆動力が独立制御可能な車両

を対象とし，車両の等価３輪モデルとSteer-by-Wireの回転２次系モデルを紹介する．さら

に，本研究で考察する操舵，駆動系のアクチュエータとセンサに関連する故障を定義し，

故障発生時の車両挙動について分析する．

第 3章では，左右後輪に独立配置したインホイールモータの制駆動力差による旋回モー

メント発生という潜在能力を活用し，操舵系アクチュエータの故障により喪失した操舵機

能を補償する耐故障制御系とその設計法を提案する．具体的には，故障発生から危険に至

るまでの時間が数十ミリ秒と非常に短い操舵系故障に対処するため，外乱オブザーバの考

え方を活用する．すなわち，故障検出や制御器の切り替えを必要とせず，故障に伴う操舵

性能不足を規範モデルと実車両挙動との偏差として捉え，偏差に応じて左右制駆動力差に

よる補償を行う制御系を構築する．さらに，提案した耐故障制御系により故障発生後の退

避操作が安全に達成されることをシミュレーションで確認する．

第 4章では，第 3章の内容に対して新たに駆動系のアクチュエータ故障を考慮し，操舵，

駆動系両者の故障に対応可能な耐故障制御系を構築し，より実用的な手法へと発展させる．

具体的には，操舵系故障に対しては第 3章の手法を踏襲し，駆動系故障に対しては片輪駆

動とSteer-by-Wireによる旋回モーメントの打ち消しという操舵・駆動系間の潜在能力に着

目し，操舵・駆動系が相互補完しあう耐故障制御系とその設計法を提案する．各制御器の

設計には，外乱オブザーバ，ゲインスケジューリングH∞制御手法を適用し，その有効性

をシミュレーションで検証する．

第 5章では，センサ故障に焦点を当てる．第 3，4章で検討するアクチュエータ故障で
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は，操舵・駆動系間に潜在する冗長性に着目しているが，センサ故障では，人間（ドライ

バ）・電子制御間に潜在する冗長性に着目したアプローチを適用する点が異なる．センサ正

常時は，ドライバによる操舵操作（＝基本機能）に加え，電子制御によるドライバの操作

負担軽減操作（＝付加機能）を付加し快適性を向上させる．一方，センサ故障時は，付加

機能は提供せず，基本機能のみを維持することで最低限の操舵機能を確保する耐故障制御

系を構築する．具体的には，Steer-by-Wireの操舵制御において，基本機能と付加機能を明

示的に区別した制御系を構築する．基本機能に関与するセンサには，冗長化，多数決選択

といった従来型の安全設計手法を踏襲して耐センサ故障性を確保し，付加機能に関与する

センサには，故障時に基本機能に悪影響を及ぼさないことを要件とした対策，すなわち制

御器の出力抑制，制御ループ切断などを施すことで，全てのセンサの冗長化を回避する耐

故障制御系とその設計法を提案する．制御系設計には，第 3，4章と同じ設計・解析手法を

適用し，その有効性をシミュレーションで検証する．

第 6章では，本研究のまとめを行うとともに，今後の展望について述べる．
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第2章 対象車両のモデリングと故障の

定義

2.1 概要

本章では，次章以降で述べる耐故障制御系設計において対象とする車両の概要を述べ，

モデリングを行う．また，本論文で考察する操舵，駆動系のアクチュエータとセンサに関

連する故障を定義し，故障発生時の車両挙動について分析する．

2.2 対象車両の概要

第 1章で述べたとおり，昨今，車両・環境性能や快適・利便性向上の観点から，油圧や

機械的伝達機構による車両の操作，駆動方式を，センサ，ECU，電動アクチュエータで実

現するX-by-Wireへ移行させる動きが活発化している．特に，コラムシャフトが不要であ

り衝突安全性やレイアウトの自由度が飛躍的に向上するSteer-by-Wireや，ドライブシャフ

ト，ディファレンシャルギアが不要であることに起因した，高応答，高精度なトルク制御，

車室空間の拡大や航続距離延長などの利点をもつインホイールモータ方式のDrive-by-Wire

は，実用化を目指した開発が加速している [22, 23, 34, 35]．搭載スペースの制約が厳しい

小型電動車両を中心に，Steer-by-Wireとインホイールモータ方式の Drive-by-Wireを搭載

した車両が開発され [24]，公道での実証試験も世界各地で行われており，将来の主流方式

になることが期待される．上記動向を鑑み，本論文では耐故障制御系設計の対象として，

Steer-by-Wireとインホイールモータを搭載し，前輪操舵に加え左右後輪の制駆動力が独立

制御可能な車両を考える [36–41]．

なお，駆動系についてはインホイールモータ搭載の電動車両に限定することなく，従来

の内燃機関車両においても直接ヨーモーメント制御（Direct Yaw-moment Control : DYC）

に対応した車両，すなわち左右輪の制動力配分を変え相対的に駆動力差を生み出す機能や，

左右独立にトルク配分可能なヨーモーメント・コントロール・ディファレンシャルを装着

したトルクベクタリング対応車両 [42]なども本論文の対象車両と考えられる．
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2.3 モデリング

2.2節で述べた対象車両をモデル化するにあたり，図 2.1のような等価３輪モデルを考え

ると，以下の運動方程式が成り立つ [43]．なお，以降モデリングで使用する各変数，パラ

メータの意味は，表 2.1，2.2に示した [44]．

fl

rl

V β
γ

δ

fY2

fD2

rlY rrY

2
rd

rlF

rlD

rrF

rrD

y

x

図 2.1 車両モデル（等価３輪モデル）

mV̇ = Frr + Frl −D (2.1)

mV (β̇ + γ) = 2Yf + Yrr + Yrl (2.2)

Jγ̇ = 2Yf lf − (Yrr + Yrl)lr +
dr
2
(Frr − Frl) (2.3)

一方，操舵系に関しては図 2.2のようなモデルを考えると，以下の運動方程式が成り立

つ [43]．

Jsδ̈ + Csδ̇ = T − 2ξYf (2.4)

ただし，

Yf = −Kf (β +
lf
V
γ − δ) (2.5)

Yrr = Yrl = −Kr(β − lr
V
γ) (2.6)

D = 2Df +Drr +Drl
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図 2.2 操舵系モデル

である．

なお，コーナリングフォースとタイヤの横すべり角との関係は，(2.7)，(2.8)式に示すよ

うに非線形である [45]．

Yf = −Kf
tan−1(kfαf )

kf
cos(β − δ) (2.7)

Yrr = Yrl = −Kr
tan−1(krαr)

kr
cos β (2.8)

ここで，kf，krは路面の摩擦係数に対応した係数であり，αf，αrは前後輪のスリップ角で，

αf = tan−1
( lf
V
γ cos β

)
+ β − δ (2.9)

αr = tan−1
(
− lr
V
γ cos β

)
+ β (2.10)

である．β，γ，δが微小な領域であれば，(2.7)～(2.10)式が (2.5)，(2.6)式に近似でき，線

形特性とみなすことができる．このため，制御器設計は (2.5)，(2.6)式の線形モデルに基づ

いて行い，シミュレーション時に (2.7)，(2.8)式の非線形モデルを用いることとする．また，

転がり抵抗は車輪荷重で決定する [46]ことから，Drr = Drlとしている．

ドライバによる操舵の目的は，緊急回避のようなとっさの場合は横方向の移動（横加速

度の発生）であり，余裕がある場合は回頭運動（ヨーレートの発生）であるといわれてい

る．横加速度やヨーレート応答の位相遅れを減らすと，人間－自動車系の性能が向上し，

より自動車の運転が快適なものとなることが知られている [9,47]．ゆえに，操舵応答を考

えるときは，横加速度とヨーレートの両方の応答特性を考慮すべきであるが，両者を制御

するためには複数の操作量が必要となる．そこで，航空機の縦運動の制御で用いられてい

るC∗モデル追従制御（C∗ = c1nz + c2q
′：nzは垂直加速度，q′はピッチレート）の概念を

応用し，１つの操作量で横加速度とヨーレートの両方を良好に制御する方法として，各々
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表 2.1 変数一覧

変数名 記号 単位

車両重心点の横すべり角 β rad

ヨーレート γ rad/s

前輪舵角 δ rad

前輪コーナリングフォース Yf N

左後輪コーナリングフォース Yrl N

右後輪コーナリングフォース Yrr N

ステアリングモータトルク T Nm

左後輪制駆動力 Frl N

右後輪制駆動力 Frr N

前輪転がり抵抗 Df N

左後輪転がり抵抗 Drl N

右後輪転がり抵抗 Drr N

車速 V m/s

表 2.2 パラメータ一覧

パラメータ名 記号 値 単位

車両重量 m 1400 kg

車両慣性モーメント J 2457 kgm2

前輪車軸・重心間距離 lf 1.02 m

後輪車軸・重心間距離 lr 1.58 m

後輪トレッド dr 1.48 m

操舵系慣性モーメント Js 11.98 kgm2

操舵系粘性摩擦係数 Cs 9 kgm2/s

前輪コーナリングパワー Kf 33700 N/rad

後輪コーナリングパワー Kr 56200 N/rad

トレール ξ 0.05 m

を線形結合した (2.11)式の物理量D∗を制御量とする制御系が提案されている [9,47]．

D∗ = dV (β̇ + γ) + (1− d)V γ (0 ≤ d ≤ 1) (2.11)

ここで，V (β̇+γ)は横加速度，dは横加速度とヨーレート γの比率を決める定数である．横

加速度またはヨーレートのどちらか一方を制御量として制御系を構築した場合，他方の値

が緩慢になったり，オーバーシュートする傾向が見られるが，D∗を制御量とした場合は，

両運動を高いレベルで両立できることが報告 [47]されており，Steer-by-Wire制御への適用

事例 [48–50]も多い．本論文においても，D∗を制御量として扱うこととする．

なお，上述したモデリングにおいて，ステアリングモータとインホイールモータの応答

速度は車両応答速度に比べ十分速いため「制御器からの指令値＝モータ出力」とし，モー
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図 2.3 車両制御系構成概要

タのダイナミクスを無視している点と，左右制駆動力差Frr −Frlは，アクセル，ブレーキ

操作から決定する総制駆動力Frr +Frlとは独立して決定できる点に注意する．また，前輪

舵角 δ，ヨーレート γ，横加速度 V (β̇ + γ)は，センサより観測可能とし，D∗は観測した

ヨーレートと横加速度から ECUで (2.11)式に基づいて演算を行い取得する．

上記車両に対応する制御系構成を，図 2.3に示す．図 2.3において，制駆動力制御系は，

ドライバのアクセル，ブレーキ操作から総制駆動力 Frr + Frl指令値を一意的に決定する．

操舵制御系は，ドライバのハンドル操作から左右制駆動力差Frr −Frlとステアリングモー

タトルク T の指令値を決定する．制駆動力・ステアリングモータトルク分配部は，総制駆

動力，左右制駆動力差とステアリングモータトルクの各指令値から，最終的な左右輪の制

駆動力Frr，Frlとステアリングモータトルク T の指令値を決定する．第 3，4章で議論する

耐故障制御系設計では，操舵制御系が持つ冗長な操作量（左右制駆動力差，ステアリング

モータトルク）を活用し，操舵系のアクチュエータ故障に，制駆動力・ステアリングモー

タトルク分配部の分配自由度を活用し，駆動系のアクチュエータ故障に対応する．また第

5章では，操舵制御系の機能を重要度に応じて分割し，機能毎に独立した制御ループをも

つ構造へと拡張し，D∗算出に必要なヨーレート，横加速度センサの故障に対応する．

2.4 故障の定義と車両挙動への影響

故障の分類方法は多数存在するが，故障に至るまでの時間で分類する方法，すなわち「突

発故障」と「劣化故障」が一般的である [51]．突発故障は，全く予兆がなく稼働中に突然

発生する故障であり，ワイヤハーネスの断線，短絡などが主な原因である．ECUによる故

障検出，フェイルセーフ／フェイルソフトなどの早急なリカバリ動作が要求される．一方

劣化故障は，経年劣化が原因であり長期的な特性の変化を調べる必要があるため，ECUに
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よる故障検出，フェイルセーフ／フェイルソフトなどは一般的に困難である．そのため，

日常点検や車検などの定期・法定点検，すなわち運用面での対処が求められており，部品

の耐久性に基づいた点検項目や推奨交換時期の策定などが必要である．設計面においても，

航空機の疲労設計にて疲労き裂が全体に伝播しないような工夫が施されるように，部分的

な故障がすぐに破局的な故障につながらず徐々に機能が低下するフェイルソフトリな設計

を徹底することも重要である [32,52]．本論文では，アクチュエータ，センサ各々の突発故

障を対象とし，運転中の故障発生を想定した耐故障制御系設計問題を考える．

アクチュエータ故障に関しては，モータ過電流，過熱発生時，駆動 ICによる電流遮断で

強制的にモータトルクが 0 Nmとなることを想定し，操舵系故障は T = 0 Nm，駆動系故障

はFrr = 0 NまたはFrl = 0 Nとなる場合を考える．すなわち，モータ暴走，固着などの恒

久的な故障による「セルフステア」，「ステアロック」や「オーバーラン」，「タイヤロック」

などの危険事象に至る前にモータの保護機能が働くことを前提とし，保護機能が働いた際

に操舵および走行機能を確保する問題を考える．なお，ギア割れ，異物噛み込みなどの別

要因による故障も考えられるが，こちらは材質強化や製造工程改善など，従来と同等の故

障発生率低減対策が施されているものとする．また，操舵系と駆動系の両者が同時に故障

する２重故障は考えない．

ここで，耐故障制御系を実装する前，すなわちハンドル操作から算出されたD∗
ref を目標

値とするSteer-by-WireのD∗フィードバック制御（詳細は第 3章に記載）により T を制御

し，左右制駆動力差は制御入力として使用しない図 2.4の制御系（Frr，Frl入力はドライバ

の認知，判断に基づくアクセル，ブレーキ操作から決定するため，制御器は図示せず）に

おいて，上記アクチュエータ故障が発生した場合の車両挙動をシミュレーションで分析す

る．なお本シミュレーションでは，故障時の車両挙動分析が目的であるため，ドライバに

よる車両挙動補正はなしとし，表 2.2のパラメータを使用して実施した．

�
�

1C
*
refD T

rrF
*D

rlF
Vehicle

図 2.4 Steer-by-Wire制御系（耐故障制御系実装前）
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はじめに，操舵系故障時の車両挙動について分析する．半径 100 mの円軌道を V = 10

m/sで定常円旋回中（D∗
ref = 1に相当）に操舵系故障が発生した場合のシミュレーション

結果を，図 2.5～2.7に示す．なお，シミュレーションは 100 s間実施しているが，図 2.5，

2.7は変化が顕著な故障発生前後 5 s間の挙動を示している．図 2.5に示すように，シミュ

レーション（円旋回）開始から 20 s後に T = 0 Nmとなる故障を発生させている．図 2.6

において×印は故障発生地点を表しているが，アクチュエータ故障時は円軌道の維持が不

可能となり，直進しているようすがわかる．(2.4)式で T = 0 Nmとすると，操舵系に働く

力はセルフアライニングトルク 2ξYf のみとなり，タイヤの横すべり角を減少させる方向に

働くため図 2.7に示すように δ = 0 radへと収束し，直進走行になると解釈できる．換言す

ると，故障発生後はタイヤの横すべり角を増加させる手段がなく，自動車の基本機能であ

る「曲がる」の機能が完全に失われることを意味している．
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図 2.5 ステアリングモータトルク T
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図 2.6 X-Y平面上の車両挙動（操舵系正常時，故障（T = 0 Nm）時の比較．“×” 印は故
障発生地点を表す．）
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図 2.7 前輪舵角 δ
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つぎに，駆動系故障時の車両挙動について分析する．V = 10 m/sで直進走行中（D∗
ref =

0に相当）に駆動系故障が発生した場合のシミュレーション結果を，図 2.8～2.11に示す．

図 2.8に示すように，シミュレーション開始から 20 s後にFrr = 0 Nとなる故障を発生させ

ている．故障発生後は，総駆動力が転がり抵抗未満（Frr+Frl < D）となるため，図 2.9に

示すとおり 20 s以降は車速が減少する．図 2.10において×印は故障発生地点を表している

が，故障発生地点を起点に，正常時の軌道から逸れた方向へ直進しているようすがわかる．

故障発生直後，Frlのみの片輪駆動により発生する右旋回モーメントの影響で正常時の軌道

から逸脱する．逸脱後，右旋回が継続することなく直進走行に移行するのは，Steer-by-Wire

のD∗フィードバック制御によりD∗
ref (= 0)へ再度追従するようにステアリングモータトル

クが制御されるためである．上記Steer-by-Wireの挙動は，図 2.11の前輪舵角挙動から理解

できる．前輪舵角は，駆動系故障に伴い発生する右旋回モーメントを受け，いったん右方

向へ振れた後，Steer-by-WireのD∗フィードバック制御により右旋回モーメントを打ち消

す，すなわち相応の左旋回モーメントを発生する舵角へと収束している．片輪駆動による

旋回モーメントは，D∗フィードバック制御により打ち消されて軽減されるが，加減速する

たびに発生するため，車両挙動が安定せず車速調整が困難になることが予想される．
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図 2.8 左右後輪制駆動力 Frr，Frl
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図 2.9 車速 V
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図 2.10 X-Y平面上の車両挙動（駆動系正常時，故障（Frr = 0 N）時の比較．“×” 印は故
障発生地点を表す．）
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図 2.11 前輪舵角 δ

一方，センサ故障に関しては，ワイヤハーネスの断線または短絡により，強制的にセン

サ値が固定値となり，正しい値が取得できなくなる場合を想定する．ここで固定値とは，

ECU基盤上のプルアップ，プルダウンなどのハードウエア処理により決まる値であり，各

センサ値が制御に及ぼす影響を考慮してオーバーラン（Over Run : OR）などの危険事象を

防止する側のデフォルト値に設定される．たとえば電子スロットル制御系では，一連の制

御に関与するセンサの故障時にスロットルが閉側へ動作するよう，アクセルセンサは全閉

側の値に，スロットルセンサは全開側の値にデフォルト値が設定されている．これに対し，

操舵系の制御に使用する舵角センサ，ヨーレートセンサ，横加速度センサなどは，道路状

況に応じて適切なハンドル舵角，ヨーレート，横加速度が随時変化するため，デフォルト

値を一意に決定することが困難であり，上述したアクセルセンサ，スロットルセンサとは

別のアプローチが必要となる．

ここで，図 2.4に示した耐故障制御系実装前の制御系において，上記センサ故障が発生

した場合の車両挙動をシミュレーションで分析する．センサ故障を想定している点以外は，

アクチュエータ故障時のシミュレーションと同条件で行っている．

半径 100 mの円軌道を V = 10 m/sで定常円旋回中（D∗
ref = 1に相当）にヨーレートセ

ンサ故障が発生した場合のシミュレーション結果を，図 2.12～2.14に示す．なお，シミュ

レーションは 100 s間実施しているが，図 2.12，2.14は変化が顕著な故障発生前後 5 s間の

挙動を示している．図 2.12に示すように，シミュレーション（円旋回）開始から 20 s後に

γ = 0 rad/sとなる故障を発生させている．そのため 20 s以降のD∗センサ値は，横加速度
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センサの挙動のみが反映されている．図 2.13において×印は故障発生地点を表しているが，

故障発生後は目標円軌道から外れ，急旋回しているようすがわかる．ヨーレートセンサ故

障に伴い γ = 0 rad/sとなることで，D∗センサ値が実D∗値を下回り，目標値D∗
ref と乖離

する．そのため突発的な偏差が生じ，Steer-by-WireのD∗フィードバック制御器がステア

リングモータトルクを増加させるため，図 2.14に示すように前輪舵角が増加し，急旋回に

至ると解釈できる．なお，図 2.12において故障発生後再びD∗センサ値が目標値D∗
ref (= 1)

へ収束するのは，急旋回により横加速度が増加するためである．シミュレーションからわ

かるとおり，実際の車両挙動はドライバの意図通りであるにも関わらず，制御系はセンサ

値を通じて車両挙動を認識するため，センサ故障後は車両挙動を誤認識して不適切な制御

入力を加え，ドライバを混乱させてしまう危険性がある．
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図 2.12 D∗出力
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図 2.13 X-Y平面上の車両挙動（ヨーレートセンサ正常時，故障（γ = 0 rad/s）時の比較．
“×” 印は故障発生地点を表す．）
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2.5 まとめ

本章では，本論文で扱う車両の等価３輪モデルとSteer-by-Wireの回転２次系モデルを導

出した．さらに，本論文で考察する操舵，駆動系のアクチュエータとセンサに関連する故障

を定義し，故障発生時の車両挙動について分析した．アクチュエータ故障に対しては，第

3章で操舵系故障を，第 4章で操舵，駆動系両故障を対象とした耐故障制御系設計問題に

ついて検討する．センサ故障に対しては，第 5章でD∗値を算出するために必要なヨーレー

トセンサ，横加速度センサの故障を対象とした耐故障制御系設計問題について検討する．

なお，本論文で考える耐故障制御系の目的は，アクチュエータ，センサの故障発生前後

で車両挙動変化を最小限とし，退避走行速度を上限とする速度抑制制御の下で最寄りの安

全な場所への退避を可能にすることである．すなわち，現行の内燃機関車両の退避走行性

能と同様，故障後は減速し，30km/h（約 8.3m/s）程度を上限とする．限界走行を伴うよ

うな全領域での走行は想定していないことに注意する．
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第3章 操舵系故障に対する耐故障制御系

3.1 概要

プロトタイプ車両への適用に留まっていたSteer-by-Wireは着実な進化を遂げており，2014

年には日産自動車が世界で初めて量産車両（インフィニティQ50）への搭載に成功した [8]．

しかし依然として安全設計には課題が多く，製品化されているシステムでは複数のセンサ，

MPU，アクチュエータを使い冗長系を構成することで安全性を確保しており [19]，コスト

が高く，一部の車種への搭載に留まっているのが現状である．

従来Steer-by-Wireの故障対策として，故障時にステアリングモータの電流を遮断し，ステ

アリングホイールとラック軸を機械的に結合する，バックアップモータに切り替える，前輪操

舵に加え後輪操舵を併用するなどして操舵機能を確保する方法が検討されている [19,53,54]．

いずれも操舵系で閉じた機能補償のアプローチであり，コンポーネント毎の冗長化が助長

され車両重量やコストの増加を伴うとともに，迅速な故障検出とバックアップ装置への切

り替えが必要など，安全設計によりバイワイヤ化の利点が損なわれるという問題がある．

車両重量やコスト増加の問題に対処するため，先行研究ではコンポーネント毎に冗長化

されたECUに着目し，各コンポーネントに分散配置されたECUを１つのECUへ統合化す

るとともに，アクチュエータ，センサに情報処理能力をもたせて高機能化し，情報をネッ

トワーク化して共有することで，統合ECUが故障後もセンサ，アクチュエータの自律動作

でシステム全体の停止を防ぐ自律分散アーキテクチャなどが提案されている [55, 56]．し

かし上記手法は，MPUの分散配置に他ならず，ハードウエアであるアクチュエータ，セン

サに対しては，MPU上のソフトウエアのように機能の分割，統廃合が容易でないことや，

サイズ，搭載位置の制約から同様の手法を適用することは困難である．また故障検出に対

しては，故障検出の高速・高精度化を目指した研究 [51]が行われている．しかし，操舵系

に起因する故障は，故障発生から危険に至るまで（fault→error→failure遷移）の時間が数

十ミリ秒と非常に短く，あらゆる走行シーンで誤検出なく正確に故障を検出し，フェイル

セーフ／フェイルソフトを実施することは困難であり，実用化には課題が多い．

一方，1.4.1項で述べたとおり，自動車を取り巻く技術の変化に伴い，インホイールモー
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タを用いた電動プラットフォームがもつ「左右輪の駆動力差による旋回モーメント発生」

など，従来存在しなかった冗長機能が車両に潜在している．系の枠に固執せず，車両全体を

俯瞰して潜在する冗長性を発掘し，故障時のバックアップ機能として活用するというアプ

ローチは，同一系で閉じた冗長化設計思想を打破する方法として有望である．さらに故障

検出に関しても，従来思想の延長線上ではなく，新たなアプローチが考えられる．故障発

生から危険に至るまでの時間が長い（分オーダ程度以上の）システムであれば，従来研究

のような故障検出後バックアップの制御系に切り替えて制御を継続する能動的冗長化 [57]

のアプローチで問題ない．しかし，Steer-by-Wireの「数十ミリ秒」に代表されるような危

険に至るまでの時間が短い（秒オーダ程度未満の）システムでは，誤検出なく正確に故障

を検出し，バックアップの制御系に切り替えることは一般的に困難であり，故障検出を伴

わずにフェイルセーフ／フェイルソフトを実行する受動的冗長化 [57]のアプローチの方が

より現実的である．

本章では，Steer-by-Wireの安全設計において，バックアップ目的の新たなアクチュエー

タを追加せず，車両に潜在する「左右輪の制駆動力差による旋回モーメント発生」という

冗長性を活用し，かつ故障検出，制御系切り替えを必要としない耐故障制御系とその設計

法について検討する [36,39]．

3.2 左右輪の制駆動力差を活用した耐故障制御系設計

3.2.1 制御器設計用モデル

本項では，第 2章でモデル化した車両を制御対象とした耐故障制御系を設計するにあた

り，制御器設計用モデルを構築する．モデル構築に際し，操舵系故障は故障発生前後で車

速変化を伴わないことから，車速は一定として扱う．すなわち，(2.1)式において V̇ = 0で

あり，x軸方向には転がり抵抗と釣り合う駆動力が加えられて等速運動を実現していると

する．よって (2.1)式は実質意味をもたないため，以降 (2.2)～(2.6)，(2.11)式で車両の運動

を考える．

T，Frr −Frlを制御入力とし，D∗を出力とする制御対象は，以下の状態方程式で表現で

きる．

ẋ = Ax+Bu (3.1)

y = Cx
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ただし，

x =


β

γ
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δ
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+ (1− d)V 0
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]
である．

また，伝達関数で表現すると，

Y (s) =
[
G1(s) G2(s)

]
U(s) (3.2)

ただし，

G1(s) = C(sI − A)−1B1

G2(s) = C(sI − A)−1B2

である．

ここで，駆動力，左右制駆動力差，ステアリングモータトルクの指令値をそれぞれX+，

X−，Tcとすると，出力値 T，Frr，Frlとの関係は以下となる．

T = Tc (3.3)

Frr =
X+ +X−

2
(3.4)

Frl =
X+ −X−

2
(3.5)
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以降で設計する制御器は，上記指令値を生成する役割を担うため，制御器設計プロセス

では指令値を用いて議論を進めるが，ステアリングモータ，左右後輪のインホイールモータ

には (3.3)～(3.5)式にしたがって各指令値が分配され，動作するものとする．なお第 2章で

述べたとおり，各モータのダイナミクスは無視しているため「制御器からの指令値＝モー

タ出力」とし，ステアリングモータトルクや各車輪の駆動力指令値を実現するためのモー

タ電流制御やオブザーバなどは省略している．

3.2.2 問題設定

3.2.1項でモデル化した制御対象に対し，出力 yを目標値D∗
ref に一致させる図 3.1の制御

系を考える．

�
�

1C
*
refD y

�
�

cT

−X

1G

2G

図 3.1 Steer-by-Wire制御系

図 3.1において出力 Y (s)は，

Y (s) = G1(s)Tc(s) +G2(s)X−(s)

= GD∗
ref
(s)D∗

ref +GX−(s)X−(s) (3.6)

となる．ただし，

GD∗
ref
(s) =

G1(s)C1(s)

1 +G1(s)C1(s)
(3.7)

GX−(s) =
G2(s)

1 +G1(s)C1(s)
(3.8)

である．

ゆえに出力 yは，Tc，X−のどちらでも制御可能であり，通常はTcを使用して制御器C1(s)

により制御されているとする．また目標値D∗
ref は，ハンドル舵角のゲイン倍やハンドル操

舵トルクの１次遅れなどで算出される [58]．
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本章では，上記制御系において故障が発生し，指令値 Tcに反して強制的に T = 0 Nmと

なった場合，残された正常入力X−で yを制御する耐故障制御系設計問題について検討す

る．ここで「T = 0 Nmとなる故障」とは，2.4節で述べたとおり，ステアリングモータの

過電流，過熱発生時の駆動 ICによる電流遮断を想定している．すなわち，モータ暴走，固

着などの恒久的な故障により「セルフステア」，「ステアロック」などの危険事象に至る前

にモータの保護機能が働くことを前提とし，保護機能が働いた際に退避走行が可能な操舵

性能を確保する問題を考える．

耐故障制御系において制御器に求められる要件は，故障発生後の制御系において，

(1) 迅速に制御を回復させること

(2) 所望の目標値追従性能を達成すること

(3) 内部安定であること

を満足することである．なお，本章で考える耐故障制御系の目的は，上記故障発生時に車

両挙動を極力維持しつつ，路肩に寄せて停止可能とすることであり，限界走行を伴うよう

な全走行領域での走行を継続させることは想定していないことに注意する．

次項以降で，要件 (1)を達成するため T = 0 Nmとなったことを検出することなく制御

を回復させる制御器の設計法を提案し，さらに要件 (2)，(3)も満足することを示す．

3.2.3 故障の定式化

3.2.2項で述べた T = 0 Nmとなる故障を，図 3.2に示すように d1なる外乱が加わったと

考えることで，耐故障制御系設計問題を外乱抑圧問題に帰着させる．

�
�

1C
*
refD y

�
�

cT

−X

1G

2G

�

1d

�

図 3.2 故障を外乱で表現した制御系
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図 3.2において出力 Y (s)は，

Y (s) = G1(s)
{
Tc(s) +D1(s)

}
+G2(s)X−(s) (3.9)

である．ゆえに，T = 0 Nmを表す外乱 d1はD1(s) = −Tc(s)となり，故障時の出力 Y (s)

は，

Y (s) = G2(s)X−(s) (3.10)

となる．

さらに (3.6)式より，図 3.2は図 3.3のように書くことができる．ここで d
′
1 は，図 3.2

の d1 の入力する箇所を変更した外乱であり，d
′
1 = −D∗

ref である．一方 d2 は，(3.10)式

より故障時はX−から y間の伝達関数GX−(s)がG2(s)になることを表現する外乱であり，

D2(s) = C1(s)G1(s)X−(s)である．

*
refD

y
�

�−X

*
refD

G

−XG

�

�

1d ′

2d

�

�

図 3.3 図 3.2と等価なブロック線図

3.2.4 耐故障制御系設計

図 3.4に示すように，図 3.3の入力X−に新たな入力 d̂を加え，外乱 d
′
1，d2を打ち消す

外乱抑圧問題を考える．

図 3.4において，出力 Y (s)は外乱の影響を受けるため，

Y (s) = GD∗
ref
(s)D∗

ref +GX−(s)X−(s) +GD∗
ref
(s)D

′

1(s) +GX−(s)D2(s) (3.11)

となる．つぎに，D̂(s)入力で (3.11)式の下線部の外乱項を打ち消すことを考えると，X−(s) =

−D̂(s)の関係から，

D̂(s) = Ĝ−1
X−

(s)
{
GD∗

ref
(s)D

′

1(s) +GX−(s)D2(s)
}

(3.12)
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図 3.4 外乱抑圧問題

となるような D̂(s)を出力する制御器を設計すればよいことがわかる．(3.11)，(3.12)式から，

D̂(s) = Ĝ−1
X−

(s)
{
Y (s)− ĜD∗

ref
(s)D∗

ref

}
−X−(s) (3.13)

となる．さらに，Ĝ−1
X−

(s)は一般的に分子の次数が分母の次数以上になるため，プロパにす

るための伝達関数（Low pass filterなど）Lp2(s)を用いて，

D̂(s) = Lp2(s)
[
Ĝ−1

X−
(s)

{
Y (s)− ĜD∗

ref
(s)D∗

ref

}
−X−(s)

]
(3.14)

となり，耐故障制御系は図 3.5のようになる．ただし，実制御対象の伝達関数と区別する

ため，モデルにはˆを付加していることに注意する．

図 3.5において出力 Y (s)は，

Y (s) = {1− Lp2(s)}
{GD∗

ref
(s)D∗

ref +GD∗
ref
(s)D

′
1(s) +GX−(s)D2(s)}

1− Lp2(s) + Lp2(s)GX−(s)Ĝ
−1
X−

(s)

+
Lp2(s)GX−(s)Ĝ

−1
X−

(s)ĜD∗
ref
(s)D∗

ref

1− Lp2(s) + Lp2(s)GX−(s)Ĝ
−1
X−

(s)
(3.15)

となる．ここで，低周波領域でLp2(s) → 1となった場合を考えると，(3.15)式の第１項は

0，第２項は ĜD∗
ref
(s)D∗

ref となり，モデル化誤差の有無や外乱信号の形態にかかわらず，完

全に外乱項，すなわち故障の影響が除去できることがわかる．

また，3.2.3項で述べたとおり「T = 0 Nmとなる故障」は，図 3.5の耐故障制御系で外

乱D
′
1(s) = −D∗

ref，D2(s) = C1(s)G1(s)X−(s)が加わった場合に相当するので，この関係

を (3.15)式に代入し，故障発生時の目標値D∗
ref と出力 Y (s)との関係を求めると，以下の

ようになる．

Y (s) = L̃
′

p2(s)ĜD∗
ref
(s)D∗

ref (3.16)
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図 3.5 耐故障制御系

ただし，L̃
′
p2(s)は，

L
′

p2(s) =
1 + C1(s)G1(s)

1 + C1(s)G1(s)Lp2(s)
Lp2(s) (3.17)

を用いて，

L̃
′

p2(s) =
GX−(s)Ĝ

−1
X−

(s)L
′
p2(s)

1− {1−GX−(s)Ĝ
−1
X−

(s)}L′
p2(s)

(3.18)

と与えられる．なお (3.16)式の導出に際しては，図 3.5から導かれる，

X−(s) = −Lp2(s)
[
Ĝ−1

X−
(s)

{
Y (s)− ĜD∗

ref
(s)D∗

ref

}
−X−(s)

]
(3.19)

から得られるX−(s)を用いた．

(3.16)式において，モデルと制御対象が一致，すなわち ĜX−(s) = GX−(s)の場合は，

Y (s) = L
′

p2(s)ĜD∗
ref
(s)D∗

ref (3.20)

となる．(3.17)式は，「Lp2(s)が Low pass filterの特性をもてば，L
′
p2(s)も Low pass filterの

特性をもつ」ことを意味するので，(3.20)式より，出力 Y (s)は低周波領域で理想の目標値

追従特性をもつことがわかる．
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さらに，(3.18)式から，

L̃
′

p2(s)− L
′

p2(s) =
{1−GX−(s)Ĝ

−1
X−

(s)}{L′
p2(s)− 1}

1− {1−GX−(s)Ĝ
−1
X−

(s)}L′
p2(s)

L
′

p2(s) (3.21)

であり，L
′
p2(s) → 1となる低周波領域では L̃

′
p2(s)− L

′
p2(s) = 0の関係があるので，モデル

と制御対象が一致しない，すなわち ĜX−(s) ̸= GX−(s) の場合でも，(3.16)式の出力 Y (s)

は低周波領域で理想の目標値追従特性をもつことがわかる．

以上の解析結果を踏まえ，制御器の設計方法について説明する．はじめに，故障発生時の

目標値追従特性を示す (3.17)式のL
′
p2(s)として，所望の性能をもつ１次遅れ系の Low pass

filterを選択する（3.2.2項の要件 (2)に相当）．このL
′
p2(s)を用いて，Lp2(s)を以下の式で

決定する．

Lp2(s) =
L

′
p2(s)

1 + {1− L
′
p2(s)}C1(s)Ĝ1(s)

(3.22)

ここで，制御器設計時には実制御対象G1(s)は不明であるため，モデル Ĝ1(s)を用いてい

る点に注意する．また，L
′
p2(s)として１次遅れ系の Low pass filterを選択したが，その理

由は，(3.22)式より Lp2(s)の相対次数=L
′
p2(s)の相対次数であり，ĜX−(s)の相対次数は１

であることから，L
′
p2(s)として１次遅れ系を選択しておけば，常にLp2(s)Ĝ

−1
X−

(s)をプロパ

にすることが可能なためである．なおL
′
p2(s)は，全域通過に近い特性から徐々に周波数帯

域を絞っていき，所望の目標値追従性能が得られ，かつ (3.22)式のLp2(s)が Low pass filter

となる時定数を選択して決定する．

以上の手順で設計した (3.22)式の Lp2(s)を (3.16)式へ代入すると，

Y (s) = ˆ̃L
′

p2(s)ĜD∗
ref
(s)D∗

ref (3.23)

を得る．ここで，

ˆ̃L
′

p2(s) =
GX−(s)Ĝ

−1
X−

(s)L
′
p2(s)

1 + C1(s)Ĝ1(s)

1 + C1(s)G1(s)
−
{1 + C1(s)Ĝ1(s)

1 + C1(s)G1(s)
−GX−(s)Ĝ

−1
X−

(s)
}
L

′

p2(s)

(3.24)

である．Ĝ1(s) = G1(s)の場合には
ˆ̃L

′
p2(s) = L̃

′
p2(s)となるので，(3.23)式は (3.16)式と一致

する．また，Ĝ1(s) = G1(s)および ĜX−(s) = GX−(s)の場合には，
ˆ̃L

′
p2(s) = L̃

′
p2(s) = L

′
p2(s)

となるので，(3.23)式は (3.20)式と一致することになる．もちろん，モデルと制御対象が

一致しない場合でも，L
′
p2(s) → 1となる低周波領域では ˆ̃L

′
p2(s) → 1となるので，(3.23)式

の出力 Y (s)は低周波領域で理想の目標値追従特性をもち，定常特性にはモデル化誤差が影

響しない．
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上記議論では，X−の制御可能領域は Tcと等価であることを前提にしてきたが，実際は

Tcよりも劣る．よって，本手法を用いても Tcが正常時に実現していた操舵性能は維持でき

なくなる．ゆえに，故障時に要求される制御性能を見極め，その性能がX−で実現可能か

どうかを事前に検討する必要がある．

3.2.5 安定性に対する考察

つぎに，図 3.5に示した耐故障制御系の安定性について考察する．安定性に対する要件

は，3.2.2項要件 (3)より「故障発生前後の制御系を同時に内部安定化すること」であると

いえる．本要件を達成するために制御器に求められる条件を導出する．

(1)ノミナル安定性

はじめに，故障発生前の制御系を内部安定化する制御器を考える．図 3.5のD∗
ref および

a点から b点の伝達関数を求めると，

b = −
{
ĜD∗

ref
(s)−GD∗

ref
(s)

}
D∗

ref +GX−(s)a (3.25)

となるため，図 3.5は図 3.6と等価である．ここでC2(s)は，図 3.5の点線で囲まれた部分

であり，

C2(s) = − Lp2(s)

1− Lp2(s)
Ĝ−1

X−
(s) = −

L
′
p2(s)

1− L
′
p2(s)

Ĝ−1
2 (s) (3.26)

である．また，上記制御系を内部安定化するC2(s)は，GX−(s)が安定であるため，

C2(s) =
−Qnml(s)

1−GX−(s)Qnml(s)
(3.27)

と書くことができる．ただし，Qnml(s)は任意の安定な伝達関数である．

つぎに，故障発生後の制御系を内部安定化する制御器を考える．故障発生後，図 3.5で

GD∗
ref
(s) = 0となると考えると，図 3.7となる．故障発生前と同様に，上記制御系を内部安

�

� 2C
*
refD −X

−XG**
ˆ

refref DD
GG − � �

ab

図 3.6 故障発生前の耐故障制御系
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�

� 2C
*
refD

−X
2G*

ˆ
refD

G

図 3.7 故障発生後の耐故障制御系

定化するC2(s)はG2(s)が安定であるため，

C2(s) =
−Qtbl(s)

1−G2(s)Qtbl(s)
(3.28)

と書くことができる．ただし，Qtbl(s)は任意の安定な伝達関数である．

以上より，(3.27)，(3.28)式が等しくなる安定な伝達関数Qnml(s)，Qtbl(s)が存在すれば，

C2(s)は故障発生前後の制御系を同時に内部安定化するということができる．(3.26)式から

わかるように，C2(s)の要素 ĜX−(s)は制御系から決まるため，適切な Low pass filterLp2(s)

を選ぶことで内部安定化を達成することとなる．(3.26)，(3.27)式よりLp2(s)とQnml(s)の

関係は以下のようになる．

Lp2(s) = ĜX−(s)Qnml(s) (3.29)

(3.29)式において，

ĜX−(s) =
Ĝ2(s)

1 + Ĝ1(s)C1(s)

であり，分母にあるSteer-by-Wireの制御器C1(s)は，ステップ入力へ偏差なく追従するた

めに積分器を有することから，ĜX−(s)は s = 0に零点をもつ．Qnml(s)は安定な伝達関数

であることが条件であるため ĜX−(s) の零点 s = 0を相殺することができない．ゆえに，

Lp2(s)が s = 0に零点をもつこととなり Low pass filterとすることができないため，C1(s)

に含まれる積分器を以下の形にする必要がある．

1

s+ ε
(0 < ε ≪ 1) (3.30)

(3.30)式の形にすれば，ĜX−(s)の零点は s = −εとなり，Qnml(s)の極で相殺することが可

能なため，Lp2(s)を Low pass filterとすることができる．

(2)入力飽和発生時のノミナル安定性

前述したノミナル安定性は，X−が飽和しないことが前提である．しかし 3.2.4項で述べ

たとおり，TcとX− の制御可能領域の相違からX−が飽和する場合が考えられるため，安

定性について考察する．
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�

� 2C
*
refD

−X
2G*

ˆ
refD

G

図 3.8 X−の飽和を考慮した耐故障制御系

図 3.7において，X−が飽和すると考えると図 3.8のようになる．ここで，飽和要素は，

f(X−) =

{
X− (|X−| ≤ S)

Ssgn(X−) (|X−| > S)
(3.31)

であり，S(> 0)は飽和時の上限値である．

図 3.8の「飽和要素」のような非線形要素を含む制御系の安定判別法の１つである円板

定理 [59]の適用を考える．飽和要素以外の線形部はC2(s)G2(s)であり，(3.26)式のL
′
p2(s)

を

L
′

p2(s) =
1

TL′
p2
s+ 1

(TL′
p2
> 0) (3.32)

とすると，

C2(s)G2(s) = − 1

TL′
p2
s

(3.33)

となる．(3.33)式からわかるように，線形部は原点に極をもち「線形部が漸近安定である」

という円板定理の前提条件を満たさない．一方，ゲインフィードバックによる安定化後に

適用した場合も，線形部のナイキスト線図の一部が円に接するために安定判別できない．

よって，リアプノフの安定判別法の適用を考える．

(3.31)，(3.33)式より，

Ẋ− = −f(X−)

TL′
p2

(3.34)

となり，リアプノフ関数を VL = X2
−とすると，(3.34)式の解軌道に沿った時間微分は，

V̇L = 2X−Ẋ− = −2X−
f(X−)

TL′
p2

(3.35)

となる．(3.31)式より (3.35)式の符号を考えると，

(i) |X−| ≤ Sの場合

X− = 0以外では，V̇L = −2
X2

−

TL′
p2

< 0

(ii) |X−| > Sの場合

V̇L = −2X−
Ssgn(X−)

TL′
p2

< 0
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となり，X− = 0以外では常に V̇L < 0であるため，図 3.8の制御系は漸近安定であるとい

える．よって，故障発生後の耐故障制御系において入力飽和が発生した場合も漸近安定性

が保証される．

(3)ロバスト安定性

3.2.1項で導出した制御対象に対して，(3.36)式に示す乗法的不確かさを付加し，ロバス

ト安定性について考察する．

[
G1(s) G2(s)

]
=

[
Ĝ1(s) Ĝ2(s)

] [
I2×2 +W (s)∆(s)

]
(3.36)

ここで，

∆(s) =

[
δ1(s) 0

0 δ2(s)

]
, ∥δ1(s)∥∞ ≤ 1, ∥δ2(s)∥∞ ≤ 1

W (s) =

[
w1(s) 0

0 w2(s)

]
(3.37)

である．

はじめに，故障発生前の制御系において不確かさを考慮すると，図 3.5の耐故障制御系

は図 3.9のように書くことができる．図 3.9において，a点から b点までの伝達関数を求め

ると，

Gab(s) =
1

1 + C1(s)Ĝ1(s)− C2(s)Ĝ2(s)

[
−C1(s)Ĝ1(s)w1(s) −C1(s)Ĝ2(s)w2(s)

C2(s)Ĝ1(s)w1(s) C2(s)Ĝ2(s)w2(s)

]

*
refD

y
�

�

1Ĝ

2Ĝ

�

�

�

a

b

*
ˆ
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G

W∆

1C

2C

� �

�

�
�

図 3.9 乗法的不確かさを考慮した故障発生前の耐故障制御系
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図 3.10 乗法的不確かさを考慮した故障発生後の耐故障制御系

となる．ゆえに小ゲイン定理より，µ(Gab) < 1であればロバスト安定であるといえる．こ

こで，µは構造化特異値を表す．

つぎに，故障発生後の制御系において不確かさを考慮すると，図 3.5の耐故障制御系は

図 3.10のように書くことができる．図 3.10において，a
′
点から b

′
点までの伝達関数を求

めると，

Ga′b′ (s) =
C2(s)Ĝ2(s)

1− C2(s)Ĝ2(s)
w2(s) (3.38)

である．ゆえに小ゲイン定理より，∥Ga ′b′∥∞ < 1であればロバスト安定であるといえる．

(4)入力飽和発生時のロバスト安定性

つぎに，入力飽和発生時のロバスト安定性について考察する．(3.31)式の飽和要素に対

し，図 3.11に示すような κmax と κmin（ただし，κmax > κmin）の傾きをもつ 2つの直線

で囲まれたセクタ領域を考え，セクタ領域に対する安定性判別問題に帰着させて考える．

ここでXmax
− ，Xmin

− は，摩擦円から決定されるX−の最大，最小値であり，κmax，κminは，

Xmin
− ≤ X− ≤ Xmax

− に対するすべての f を包含するように決定する必要がある．なお，

κmin = 0 とした場合は，上記領域とは関係なくすべての X−に対する安定性判別を意味

する．

図 3.11のセクタ領域は，以下の κnom，ws，δs を用いて，

κnom =
κmax + κmin

2
, ws =

κmax − κmin

2
, |δs| ≤ 1

f = (κnom + wsδs)X− (3.39)

と定義できるため，図 3.12の点線部に示すように不確かさとして表現し，ロバスト安定性

判別を行う．なお，δsは実数変動であることに注意する．
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図 3.11 セクタ領域
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図 3.12 乗法的不確かさを含むX−の飽和を考慮した耐故障制御系

ここで，a
′
，as点から b

′
，bs点までの伝達関数を求めると，

Gasbs (s) =
1

1− κnomC2(s)Ĝ2(s)

[
κnomC2(s)Ĝ2(s)w2(s) ws

C2(s)Ĝ2(s)w2(s) C2(s)Ĝ2(s)ws

]

となるため，小ゲイン定理より，µ(Gasbs ) < 1であればロバスト安定であるといえる．

3.3 評価結果

表 2.2に示すパラメータをもつ車両に対し，3.2節に示した設計法を適用して制御効果を

検証する．なお，シミュレーションでは，プラントとして (2.5)，(2.6)式に代わり非線形タ

イヤモデル (2.7)，(2.8)式を用いた．(2.7)，(2.8)式中のパラメータ kf，krは，走行する路

面の摩擦係数に対応した係数であり，シミュレーションでは，乾燥路は kf = 9，kr = 15，

凍結路は kf = 25，kr = 60とした [45]．
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3.3.1 耐故障制御系設計

はじめに，故障発生前の制御対象に対する制御器を設計するにあたり，(3.1)式の状態方

程式に積分器を加えた以下の拡大系を考える．

ẋe = Aexe +Beu (3.40)

z = Cexe

xe =

[
x

z

]
, u = Tc, ż = e = D∗

ref − y

Ae =

[
A 0

−C 0

]
, Be =

[
B1

0

]
, Ce =

[
0 1

]
(3.40)式の拡大系に対し，Ae，Beより状態フィードバックゲイン Feを求め，Ae，Ceよ

りオブザーバゲインGeを求めると，制御器C1(s)の状態空間表現は，

˙̂xe = (Ae −GeCe −BeFe)x̂e +Gez (3.41)

u = −Fex̂e

となる．ここでFeは，状態と入力の重み行列をそれぞれQFe = 104I5×5，RFe = 1とし，最

適レギュレータ問題を解くことで算出した．またGeは，システム雑音と観測雑音の共分

散行列をそれぞれ VGe = 106I5×5，WGe = 1とし，カルマンフィルタ問題を解くことで算

出した．

(3.41)式に含まれる積分器を，
1

s+ 0.0001

とすると，制御器C1(s)は，

C1(s) =
1181767.7149(s+ 13.25)(s+ 6.78)(s+ 0.7855± 13.8269i)

(s+ 999.9)(s+ 0.0001)(s+ 20.455± 11.4496i)(s+ 8.95± 19.7103i)
(3.42)

となり，図 3.13に示す周波数特性をもつ．

つぎに，Low pass filterL
′
p2(s)を，

L
′

p2(s) =
1

0.1s+ 1
(3.43)
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(a)ゲイン線図
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(b)位相線図

図 3.13 C1(s)のボード線図

と定義すると，Lp2(s)は，

Lp2(s)= 10(s+ 0.0001)(s+ 5.853)(s+ 13.76)

(s+ 20.455± 11.4496i)(s+ 4.1265± 15.3418i)

(s+ 8.95± 19.7103i)/

(s+ 6.227)(s+ 11.92)(s+ 14.38)(s+ 8.432× 10−5)

(s+ 20.66± 13.5891i)(s+ 4.967± 14.2278i)

(s+ 6.45± 19.4216i) (3.44)

となり，図 3.14のボード線図から Lp2(s)が Low pass filterであることがわかる．

一方，制御器C2(s)は (3.43)式の L
′
p2(s)より，

C2(s) = −3327.6758
(s+ 13.76)(s+ 5.853)(s+ 4.1265± 15.3418i)

s(s+ 9.023)(s+ 2.3± 15.6719i)
(3.45)

となり，図 3.15に示す周波数特性をもつ．

また (3.27)，(3.28)式中のQnml(s)，Qtbl(s)の極を求めるとすべて負であるため，ともに

漸近安定であることがいえる．よって，(3.45)式のC2(s)は故障発生前後の制御系を同時に

内部安定化することがわかる．

つぎに，直接計測が困難，または変動する可能性があるパラメータm，J，Js，Cs，Kf，

Kr に，表 2.2の値に対して±20%以内の不確かさが含まれているとした場合のロバスト安

定性について考える．不確かさを「非構造的不確かさ」と捉えると，すべての変動の組み
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(a)ゲイン線図
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(b)位相線図

図 3.14 Lp2(s)のボード線図
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(a)ゲイン線図
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(b)位相線図

図 3.15 C2(s)のボード線図

合わせに対し，(3.37)式のw1(s)，w2(s)は以下のよう定義できる．

w1(s) =
1.6(s+ 1.667)

(s+ 3.333)
, w2(s) =

1.2(s+ 1.667)

(s+ 5.556)

ここで，µ(Gab)と ∥Ga
′
b
′∥∞を算出すると，ともに１未満であり故障前後でロバスト安定

であることがわかる．

一方，飽和発生時の場合は，図 3.11において κmax = 1，κmin = 0とすると µ(Gasbs) < 1

となる．よってX−の領域に制限なく，飽和発生時もロバスト安定性が保証されることが

わかる．
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3.3.2 シミュレーション結果

「定常円旋回中の故障発生」，「故障発生後の路肩退避」の２つの例を挙げ，制御効果の

検証を行うとともに，パラメータm，J，Js，Cs，Kf，Kr に表 2.2の値に対して+10%の

不確かさを与え，ロバスト安定性を有することも確認する．なお，例に挙げた走行パター

ンで使用するタイヤスリップ角の範囲では，Kf，Krに+10%の不確かさを与えた非線形タ

イヤモデルのコーナリングフォース特性が，制御器設計時に使用した線形モデルにおける

Kf，Krの±20%変動領域に含まれるため，3.3.1項のロバスト安定性判別結果が適用可能

であることに注意する．

(1)定常円旋回中の故障発生

図 3.16に示すように，シミュレーション開始後 20 sの時点で T = 0 Nmとなる故障を発

生させ，「耐故障制御系なし」，「耐故障制御系あり」，「凍結路によるX−の飽和発生時」の

３つの挙動を比較する．なお，シミュレーションは 150 s間実施しているが，図 3.16～3.20

は，変化がある故障発生前後 5 s間の挙動を示しており，点線は「耐故障制御系なし」，実

線は「耐故障制御系あり」，破線は「凍結路によるX−の飽和発生時」を表している．

定常円旋回では横すべり角の時間変化がない（β̇ = 0）ため，(2.11)式のD∗は，(3.46)

式となり，車速 V と旋回半径Rで決まる．よって，V = 10 m/s，R = 100 mの定常円旋

回時の目標値は，D∗
ref = 1となる．

D∗
ref = V γ =

V 2

R
(3.46)

前輪舵角 δの挙動を図 3.17に示す．故障発生直後は舵が左右に振られるものの，図 3.18

に示すように，セルフアライニングトルクが 0 Nmとなる舵角で安定するようすがわかる．

X−の挙動を図 3.19に示す．故障発生後，耐故障制御系ありの場合は，車両挙動を維持

するために必要なX−が演算されていることがわかる．しかし，凍結路の場合は，最大摩

擦力を超えるため飽和が発生する．ただし，タイヤ路面摩擦係数は，乾燥路 0.9に対し凍

結路は 0.3とした．なお，故障発生前にX− ̸= 0となるのは，プラントにモデル化誤差を考

慮したためである．

D∗出力を図 3.20に，X-Y 平面上の車両挙動を図 3.21に示す．図 3.21において，●印は

スタート，×印は故障発生地点を表す．耐故障制御系ありの場合，故障発生後も即D∗ = 1

に再度追従し，定常円旋回が維持されていることがわかる．凍結路の場合は，飽和により

D∗ = 1を実現するためのX−が確保できないため定常偏差が生じてしまうが，不安定に
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なることはない．なお，本シミュレーション条件では横加速度が 0.1G程度であるが，さら

に横加速度を増した条件 V = 30 m/s，旋回半径 500 m（0.18G相当）では，乾燥路におい

ても駆動力飽和が発生する．ただし，凍結路と同様，定常偏差は生じるが不安定になるこ

とはない．駆動力飽和を回避するには，摩擦円という物理制約を軽減する必要があるため，

前後輪で制駆動力差を発生させる，路面摩擦係数の高いタイヤに変更するなど車両側での

対策も必要になる．
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図 3.16 ステアリングモータトルク T
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図 3.17 前輪舵角 δ（耐故障制御系（Fault Tolerant Control System : FTCS）有無，飽和時
の比較）
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図 3.18 セルフアライニングトルク（FTCS有無，飽和時の比較）
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図 3.19 左右制駆動力差 X−（FTCS有無，飽和時の比較）
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図 3.20 D∗出力（FTCS有無，飽和時の比較）
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図 3.21 X-Y平面上の車両挙動（FTCS有無，飽和時の比較． “●” 印はスタート地点，“
×” 印は故障発生地点を表す．）
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(2)故障発生後の路肩退避

図 3.22に示すように，a点で故障発生後，50 m直進を継続．その後，b点から退避を開

始し c点で 2 m路肩へ寄せる走行パターンを考える．上記走行パターンを実現するD∗
ref は，

以下の式で与えられる 1．

D∗
ref =


0 (−5 ≤ t < 0)

0.96t− 0.576t2 + 0.0768t3 (0 ≤ t < 5)

0 (5 ≤ t)

(3.47)

�� � �� �

� �

X

Y

a b c

図 3.22 路肩退避シナリオ

図 3.23～3.26に，シミュレーション結果を示す．X−入力により，図 3.22に示した挙動を

実現しているようすがわかる．また，凍結路においてもX−の飽和が発生しないため，乾

燥路，凍結路ともに図 3.26の軌道を描く．さらに，b点から c点への退避動作中に減速（た

とえば，−0.5m2/s）を伴う場合でも制御可能であることを確認した．なお，図 3.22の a点

を (X, Y ) = (0, 0)，b点を t = 0としている．

1付録 A 参照
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図 3.23 前輪舵角 δ
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図 3.24 左右制駆動力差 X−
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図 3.25 D∗出力
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図 3.26 X-Y平面上の車両挙動
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3.4 まとめ

本章では，Steer-by-Wireの安全設計においてバックアップ目的の新たなアクチュエータ

を追加せず，駆動系に潜在する冗長性を活用した耐故障制御系とその設計法を提案した．

故障検出や制御器の切り替えを必要とせず，目標値と出力の偏差に応じて駆動系による補

償が行われるため，迅速に制御を回復させることが可能である．ただし，駆動系で実現で

きる操舵性能は操舵系より劣るため，故障時の操舵性能を明確化し，その性能が制駆動力

差で実現可能かどうかを事前に見極めることが重要である．

なお，本章で示した耐故障制御系は操舵系故障のみを想定しており，駆動系は常に正常

であることを前提としている．そのため，D∗出力が参照モデルの出力と異なる要因は，モ

デル化誤差か操舵系の故障と捉え，駆動系で補償する構造となっている．たとえば片方の

駆動輪に故障が発生し，左右輪間の駆動力差による意図せぬヨーモーメントが生じた場合，

操舵系故障に起因するものと誤認識し，故障している駆動系に対してモーメントを打ち消

すための左右制駆動力差を出力するよう指示する．その結果，正常駆動輪の駆動力が減少

し，退避走行速度が維持できないという問題がある．何らかの対策が施されていない限り

駆動系が常に正常である保証はなく，実用化を目指すには操舵系に加え，駆動系の故障も

考慮した耐故障制御系が求められる．次章にて，両者の故障を考慮した耐故障制御系とそ

の設計法について検討する．
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第4章 操舵，駆動系両故障に対する耐故

障制御系

4.1 概要

自動車の安全設計では，２箇所以上の同時故障は想定しないものの，すべての部位の単

独故障に対する処置が必須であり，故障時においても「走る・曲がる・止まる」の基本機

能を維持することが求められる．ゆえに，「曲がる」を担う操舵系と，「走る・止まる」を担

う制駆動系に対する安全設計が必須であり，適切なコストかつ，互いに悪影響を及ぼすこ

となく共存させなければならない．

従来，X-by-Wireの安全設計では，バックアップアクチュエータの搭載や，車両の制御

自由度を増やして安全性を確保する方法が検討されてきた．第 3章で述べたとおり，操舵

系を担う Steer-by-Wireの故障に対しては，故障時にステアリングモータの電流を遮断し，

ステアリングホイールとラック軸を機械的に結合する，バックアップモータに切り替える，

前輪操舵に加え後輪操舵を併用するなどして操舵機能を確保する方法が提案されている．

一方，駆動系を担うDrive-by-Wireの故障に対しては，インホイールモータなど駆動手段を

限定することなく，前後または４輪独立駆動などの独立駆動系構造に着目した方法が提案

されている．たとえば，前後輪独立駆動構造をもつ駆動系を構成し，片方の故障による駆

動力喪失分を他方の正常な駆動系で補償する方法 [60, 61]や，４輪独立制御可能な駆動系

を構成し，故障により喪失した駆動力を，車両や路面の状況に応じて残りの車輪に再配分

することで車両挙動を安定化させる方法 [62, 63]などが挙げられる．上記従来手法は，い

ずれも操舵，駆動系各々で閉じた機能補償であり，互いに悪影響を及ぼさないものの，操

舵，駆動系毎に冗長構成を必要とするため，重量の増加による車両，燃費性能の悪化やコ

スト増加など課題が多い．

上記課題に対し，第 3章ではバックアップ目的のアクチュエータ追加や制御自由度の増

加を伴わないアプローチとして，左右輪の制駆動力差による旋回モーメント発生という潜

在能力に着目し，系の枠を超え，操舵系故障を駆動系で補償する耐故障制御系を提案した．

ただし，そこでは常に駆動系は正常に動作することが前提となっていた．
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本章では，操舵系故障のみに焦点をあてた第 3章の結果を拡張し，操舵系故障時は左右

輪の制駆動力差で操舵機能を確保し，駆動系故障時は正常駆動輪と前輪操舵を活用して走

行を継続する耐故障制御系とその設計法について検討する [37,38,40,41]．

4.2 操舵，駆動系を相互活用した耐故障制御系設計

4.2.1 制御器設計用モデル

本項では，第 2章でモデル化した車両を制御対象とした耐故障制御系を設計するにあた

り，制御器設計用モデルを構築する．なお第 3章では，故障発生前後で車速変動を伴わな

い操舵系故障のみを対象としたため，車速を固定した状態空間モデル (3.1)式に基づき制御

器を設計したが，本章では新たに車速変動を伴う駆動系故障を対象とし，かつ速度抑制機

能を導入することから，車速変動を陽に考える．

はじめに，車速をゲインスケジューリングパラメータとして考慮するため，(3.1)式の状

態空間モデルを v = (V, 1/V )をパラメータとするアフィンモデルで表現する．{
E(v)ẋ = A(v)x+Bu

y = C(v)x
(4.1)

ただし，

x =


β

γ

δ̇

δ

 , u =

[
T

Frr − Frl

]
, y = D∗

E(v) =


0 0 0 0

0 1 0 0

0 0 1 0

0 0 0 1

+ V


1 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0



A(v) =


−2(Kf+Kr)

m
0 0

2Kf

m

−2(lfKf−lrKr)

J
0 0

2lfKf

J
2ξKf

Js
0 −Cs

Js
−2ξKf

Js

0 0 1 0



+ V


0 −1 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

+
1

V


0 −2(lfKf−lrKr)

m
0 0

0 −2(l2fKf+l2rKr)

J
0 0

0
2ξKf lf

Js
0 0

0 0 0 0


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B =
[
B1 B2

]
=


0 0

0 dr
2J

1
Js

0

0 0


C(v) =

[
−2d(Kf+Kr)

m
0 0

2dKf

m

]
+ V

[
0 1− d 0 0

]
+

1

V

[
0 −2d(lfKf−lrKr)

m
0 0

]
である．

また，制御周期に対し車速 V の変化率が十分小さいとし，伝達関数で表現すると，

Y (s, V ) =
[
G1(s, V ) G2(s, V )

]
U(s) (4.2)

ただし，

G1(s, V ) = C(v){sE(v)− A(v)}−1B1

G2(s, V ) = C(v){sE(v)− A(v)}−1B2

である．

一方，車速 V は，(2.1)式より以下の式で表現できる．

V (s) = G0(s){Frr(s) + Frl(s)−D} (4.3)

ただし，G0(s) = 1/msである．

つぎに，直接計測が困難，または変動する可能性のあるパラメータm，J，Js，Cs，Kf，

Krの変動を非構造的不確かさとして考慮するため，(4.2)式の伝達関数モデルに対する加

法的不確かさとして表現すると，

G1(s, V ) = Ĝ1(s, V ) +W1(s)δ(s) (4.4)

G2(s, V ) = Ĝ2(s, V ) +W2(s)δ(s) (4.5)

となる．ここで，Ĝ1(s, V )，Ĝ2(s, V )はノミナルモデル，W1(s)，W2(s)は重み関数，δ(s)

は複素数変動を表し，∥δ(s)∥∞ ≤ 1を満たす．

4.2.2 問題設定

2.4節で述べたとおり，ステアリングモータおよびインホイールモータの過電流，過熱発

生時，駆動 ICによる電流遮断で強制的にモータトルクが 0 Nmとなることを想定し，操舵
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系故障は指令値 Tcに反して T = 0 Nmに，駆動系故障は指令値X+，X−に反して Frr = 0

Nまたは Frl = 0 Nとなる場合を考える．すなわち，モータ暴走，固着などの恒久的な故

障による「セルフステア」，「ステアロック」や「オーバーラン」，「タイヤロック」などの

危険事象に至る前にモータの保護機能が働くことを前提とし，保護機能が働いた際に操舵

および走行機能を確保する問題を考える．ただし，操舵系と駆動系の両者が同時に故障す

る２重故障は考えない．

本章では，上記故障に対し，操舵系故障時は左右輪の制駆動力差により操舵機能を確保，

駆動系故障時は正常駆動輪へ故障駆動輪分の駆動力を加算し，左右輪間の駆動力不均衡に

より発生するヨーモーメントを操舵系で打ち消すことで，目標値D∗
ref への追従と退避走行

を可能とする耐故障制御系設計問題について検討する．なお，本章で考える耐故障制御系

の目的は，操舵および駆動系の故障発生前後で車両挙動変化を最小限とし，退避走行速度

を上限とする速度抑制制御の下で最寄りの安全な場所への退避を可能にすることである．

すなわち，現行の内燃機関車両の退避走行性能と同様，故障後は減速し，30km/h（約 8.3

m/s）程度を上限とする．限界走行を伴うような全領域での走行は想定していないことに

注意する．

4.2.3 耐故障制御系概要

4.2.1項でモデル化した車両に対し，操舵，駆動系各々の故障に対応可能な耐故障制御系

の全体構成を図 4.1に示す．「駆動力要求部」，「D∗制御部」，「故障検出部」，「駆動力分配部」

の４つの機能で構成され，各機能の概要を以下に述べる．

駆動力要求部は，あらかじめ試験で求めたアクセル開度と必要駆動力の関係を格納した

テーブル，マップなどを参照し，アクセル開度Accから駆動力指令値X+を算出する．な

おアクセル開度は，要求する車速に応じてドライバが調整することを前提としているため，

車速 V のフィードバックループは記載していない．

D∗制御部は，ハンドル舵角のゲイン倍やハンドル操舵トルクの１次遅れなどで算出され

る [58]目標値D∗
ref を実現するため，必要な左右制駆動力差とステアリングモータトルク

の指令値X−，Tcを算出する．本制御部は，操舵系故障時に左右制駆動力差で操舵機能を

補償する機能を有しており，操舵系の故障処置を担う．

故障検出部は，操舵および走行用モータの駆動 ICが出力する故障診断情報などから，過

電流，過熱発生に伴う電流遮断を検出し，故障判定を行う．故障確定後，駆動力分配部へ

故障情報を通知する処置を担う．なお，操舵系の故障判定結果は，速度抑制機能の適用判
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図 4.1 耐故障制御系全体構成

断に使用する．一方，駆動系の故障判定結果は，速度抑制機能の適用に加え，制御系切り

替え判断に使用する．

駆動力分配部は，故障検出部からの情報に基づき，駆動力要求部からの指令値X+，およ

びD∗制御部からの指令値X−，Tcを各車輪，ステアリングへ分配する．故障検出後の退避

走行速度を上限とする速度抑制機能や駆動系故障発生前後で指令値X+，X−，TcとD∗，V

の関係を不変とする分配則を有しており，駆動系の故障処置を担う．なお第 3章では，指

令値とモータ出力との関係が常に (3.3)～(3.5)式の関係を満たしていたため駆動力分配部を

陽に考慮しなかったが，本章では操舵，駆動系故障に応じて関係が変化するため明示的に

扱っている．一方，第 3章と同様に，各モータのダイナミクスを無視しているため「制御

器からの指令値＝モータ出力」とし，ステアリングモータトルクや各車輪の駆動力指令値

を実現するためのモータ電流制御やオブザーバなどは省略した．

4.2.4 D∗制御部

図 4.2に示すように，D∗制御部は，ステアリングモータトルク指令値 Tcを算出するゲイ

ンスケジューリング制御器 C1(s, V )，左右制駆動力差指令値X−を算出する外乱オブザー

バC2(s)と参照モデル ĜD∗
ref
(s)で構成される [36]．本項では，各制御器の設計法について

述べる．

4.2.1項で構築したモデルに基づき，外乱オブザーバC2(s)，ゲインスケジューリング制



66 第 4章

*
refD

�

�
−X

2G
�

��

�

�
2pL

1
2

ˆ −G

*
ˆ

refD
G

2C

1G

Vehicle

1C
cT

V V

V

�

�

*D

�
�

1d

図 4.2 D∗制御部

御器C1(s, V )の順に設計する．なお，ロバスト安定性に対し，第 3章では制御器設計後解

析的に評価したが，本章では制御器設計時に考慮するため，外乱オブザーバC2(s)を含む

制御系に対し，ゲインスケジューリング制御器C1(s, V )を設計する．

(1)外乱オブザーバ設計

外乱オブザーバC2(s)は，以下の式で与えられる．

C2(s) = − Lp2(s)

1− Lp2(s)
Ĝ−1

2 (s, Vd) (4.6)

ここで，Lp2(s)は Low pass filter，Vdは外乱オブザーバ設計時のノミナル車速であり，想定

する車速変動の下限を Vmin，上限を Vmaxとすると，Vmin ≤ Vd ≤ Vmaxを満たす範囲で選

択する．

操舵系故障（T = 0 Nm）時に相当する制御系に対し，(4.5)式のW2(s)を考慮した図

4.3の一般化プラントを考える．点線部分が外乱オブザーバC2(s)に相当し，Ĝ2(s, Vd)は，

Ĝ2(s, V )で V = Vdとすることで決まるノミナルモデルである．Ĝ2(s, Vd)の相対次数は１
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であることから，

Lp2(s) =
1

TLp2s+ 1
(4.7)

を選択することで，(4.6)式をプロパにすることが可能である．なお，(4.7)式の時定数 TLp2

は，全域通過に近い特性から徐々に周波数帯域を絞っていき，図 4.3で閉ループ系が２次

安定かつw2から z2までの伝達関数のH∞ノルムが１未満であること，および所望の目標

値追従特性の両者を満たす値とする．

一方，図 4.2の参照モデル ĜD∗
ref
(s)は，つぎに設計するゲインスケジューリング制御器

C1(s, V )を含む (4.8)式で与えられ，図 4.2のG1(s, V )とC1(s, V )で構成される閉ループ系

のD∗
ref からD∗までの伝達関数に相当する．

ĜD∗
ref
(s) =

Ĝ1(s, Vd)C1(s, Vd)

1 + Ĝ1(s, Vd)C1(s, Vd)
(4.8)

なお，外乱オブザーバC2(s)設計時には，参照モデル ĜD∗
ref
(s)を必要としないことに注意

する．

(2)ゲインスケジューリング制御器設計

正常時に相当する制御系に対し，(4.4)，(4.5)式のW1(s)，W2(s)と，目標値への追従特性

を調整するための重み関数Ws(s)を考慮した図 4.4の一般化プラントを考える．(4.1)式の
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プラントに対し，閉ループ系が２次安定かつw1，w2から z1，z2，z3までの伝達関数のH∞

ノルムが１未満となるようなゲインスケジューリングH∞制御器C
′
1(s, V )を設計する [64]．

C
′
1(s, V )と近似的な積分器を結合し，

C1(s, V ) =
1

s+ ε
C

′

1(s, V )

を得る．なお εは，0 < ε ≪ 1を満たす値とする．

ここで，上記 (1)，(2)の手順にしたがって設計した制御系に対し，車速一定の下での低

周波域特性について考察する．図 4.2において出力D∗(s, V )は，

D∗(s, V ) =
NND∗

ref
(s, V )

DN(s, V )
D∗

ref +
NND1(s, V )

DN(s, V )
D1(s) (4.9)
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となる．ただし，D1(s)は操舵系故障を表す外乱（図 4.2参照），

NND∗
ref
(s, V ) = {1− Lp2(s)}G1(s, V )C1(s, V ) + Lp2(s)G2(s, V )Ĝ−1

2 (s, Vd)ĜD∗
ref
(s) (4.10)

NND1(s, V ) = {1− Lp2(s)}G1(s, V ) (4.11)

DN(s, V ) = {1− Lp2(s)}{1 +G1(s, V )C1(s, V )}+ Lp2(s)G2(s, V )Ĝ−1
2 (s, Vd) (4.12)

である．

(4.10)～(4.12)式より，モデルと制御対象の一致 (Ĝ2(s, Vd) = G2(s, V ))，不一致 (Ĝ2(s, Vd) ̸=

G2(s, V ))にかかわらず，Lp2(s) → 1となる低周波域で (4.9)式の第 1項は ĜD∗
ref
(s)D∗

ref，第

2項は 0となり，モデル化誤差が存在していても外乱，すなわち操舵系故障の影響を打ち

消し，目標値D∗
ref に追従することがわかる．

4.2.5 駆動力分配部

駆動力分配部は，正常時および操舵，駆動系の故障時において，(4.13)～(4.16)式の分配

則に基づき指令値X+，X−，TcをFrr，Frl，T へ分配し，故障発生前後でD∗
ref への追従と

ドライバ要求速度の維持（故障発生後は退避走行速度を上限とする）を実現する．

【正常時】 
Frr(s) =

X+(s) +X−(s)

2

Frl(s) =
X+(s)−X−(s)

2
T (s) = Tc(s)

(4.13)

【操舵系故障時】

ステアリングモータトルクは，駆動 ICによる電流遮断により指令値とは無関係にT (s) = 0

に固定される． 
Frr(s) =

X̃+(s) +X−(s)

2

Frl(s) =
X̃+(s)−X−(s)

2

(4.14)

【右後輪駆動系故障時】

右後輪の駆動力は，駆動 ICによる電流遮断により指令値とは無関係にFrr(s) = 0に固定

される． {
Frl(s) = X̃+(s)

T (s) = Tc(s) + C3(s)X−(s) + C4(s)X̃+(s)
(4.15)
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【左後輪駆動系故障時】

左後輪の駆動力は，駆動 ICによる電流遮断により指令値とは無関係にFrl(s) = 0に固定

される． {
Frr(s) = X̃+(s)

T (s) = Tc(s) + C3(s)X−(s)− C4(s)X̃+(s)
(4.16)

ここで，

C3(s) = Lp3(s)Ĝ
−1
1 (s, Vd)Ĝ2(s, Vd) (4.17)

C4(s) = CX+(s)Ĝ
−1
1 (s, Vd)Ĝ2(s, Vd) (4.18)

であり，Lp3(s)はLow pass filter，CX+(s)は応答性改善のための補償器である．また，X̃+(s)

は故障時の速度抑制機能を表しており，退避走行速度 VLimphomeに対し，

X̃+(s) =

{
0 (V > VLimphome)

X+(s) (V ≤ VLimphome)
(4.19)

となる．

以下で，駆動系故障時の分配則 (4.15)式の導出方法について説明する．導出にあたり，指

令値X+，X−，Tcと Frl，T との関係を (4.20)式のように定義する．

[
Frl

T

]
=

[
α11 α12 α13

α21 α22 α23

] X+

X−

Tc

 (4.20)

駆動系正常時，指令値X+，X−，TcとD∗，V との間には，(4.13)式のFrr，Frl，T を (4.2)，

(4.3)式へ代入して得られる以下の関係が成立している．

D∗(s, V ) = G1(s, V )Tc(s) +G2(s, V )X−(s) (4.21)

V (s) = G0(s){X+(s)−D} (4.22)

一方，駆動系故障時の指令値X+，X−，TcとD∗，V との関係は，(4.20)式のFrl，Tを (4.2)，

(4.3)式へ代入すると，以下のように記述できる．

D∗(s, V ) = {G1(s, V )α23 −G2(s, V )α13}Tc(s)

+ {G1(s, V )α21 −G2(s, V )α11}X+(s)

+ {G1(s, V )α22 −G2(s, V )α12}X−(s) (4.23)

V (s) = G0(s){α11X+(s) + α12X−(s) + α13Tc(s)−D} (4.24)



4.2 操舵，駆動系を相互活用した耐故障制御系設計 71

ここで，故障発生前後でD∗
ref への追従とドライバの要求速度を維持するためには，(4.21)，

(4.23)式，かつ (4.22)，(4.24)式が一致すればよい．よって，

α11 = 1, α12 = α13 = 0

α21 = α22 = G−1
1 (s, V )G2(s, V ), α23 = 1

となる．ただし，G−1
1 (s, V )G2(s, V )はプロパでないため，Lp3(s)またはCX+(s)を追加し

て実装する必要がある．また，制御器設計時には実制御対象G1(s, V )，G2(s, V )の代わり

に，ノミナルモデル Ĝ1(s, Vd)，Ĝ2(s, Vd)を用いている点に注意する．

はじめに，(4.17)式のLp3(s)の設計法について述べる．分配則 (4.15)式を適用した制御系

に対し，(4.4)式のW1(s)を考慮した図 4.5の一般化プラントを考える．Ĝ−1
1 (s, Vd)Ĝ2(s, Vd)

の相対次数は１であることから，

Lp3(s) =
1

TLp3s+ 1
(4.25)
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を選択することで，(4.17)式をプロパにすることが可能である．なお，(4.25)式の時定数

TLp3 は，全域通過に近い特性から徐々に周波数帯域を絞っていき，図 4.5で閉ループ系が

２次安定かつw1から z1までの伝達関数のH∞ノルムが１未満であること，および所望の

目標値追従特性の両者を満たす値とする．

つぎに，(4.18)式のCX+(s)の設計法について述べる．(4.15)式のC4(s)X̃+(s)項は，フィー

ドフォワード入力に相当し，フィードバック特性には影響を与えない．よってCX+(s)は，

相対次数が１以上かつ所望の応答性能を実現する補償器を選択すればよい．

以上では，Frr = 0 Nの場合に注目したが，Frl = 0 Nの場合も同様の手順で (4.16)式が

導出される．

図 4.6に駆動力分配部の詳細構成を示す．操舵系故障は発生から数十ミリ秒で危険に至

り，故障検出後に分配則を切り替えて対処することが困難である [36]ことから，故障に備

えて常時有効にしておく必要がある．これに対し駆動系故障は，退避走行速度の維持が不
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可能である点を除けばD∗制御部で対処可能であり，故障確定後に分配則を切り替えても

安全性は確保できる．以上より，(4.13)，(4.14)式をデフォルト設定とし，駆動系故障検出

時に (4.15)または (4.16)式へ切り替える．すなわち分配則の切り替えは，駆動系故障時の

みとする．

上記内容を，SW1～SW5の動作で説明する．N 点に接続した状態をデフォルト設定と

し，正常時は (4.13)式，操舵系故障時は (4.14)式の分配則を実現する．一方，Frr = 0 N

となる故障確定時は，TFrr 点に接続することで (4.15)式，Frl = 0 Nとなる故障確定時は，

TFrl
点に接続することで (4.16)式の分配則を実現する．なお，Force limiterは，(4.19)式の

速度抑制機能を表している．

ここで，駆動力分配部を加えた後の耐故障制御系に対し，車速一定の下での低周波域特

性について考察する．分配則 (4.13)，(4.14)式を適用した制御系は，4.2.4節で考察済みであ

る．したがって，分配則 (4.15)式を適用した図 4.7の制御系を対象とする．なお，フィード

バックループを構成していない車速 V は，本項の議論の対象ではないため図示していない．

図 4.7において出力D∗(s, V )は，

D∗(s, V ) =
NRD∗

ref
(s, V )

DR(s, V )
D∗

ref +
NRX(s, V )

DR(s, V )
X+(s) (4.26)
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となる．ただし，

NRD∗
ref
(s, V ) = {1− Lp2(s)}G1(s, V )C1(s, V )

+ Lp2(s)Lp3(s)G1(s, V )Ĝ−1
1 (s, Vd)ĜD∗

ref
(s) (4.27)

NRX(s, V ) = {1− Lp2(s)}{Lp3(s)G1(s, V )Ĝ−1
1 (s, Vd)Ĝ2(s, Vd)−G2(s, V )} (4.28)

DR(s, V ) = {1− Lp2(s)}{1 +G1(s, V )C1(s, V )}

+ Lp2(s)Lp3(s)G1(s, V )Ĝ−1
1 (s, Vd) (4.29)

である．

(4.27)～(4.29)式より，モデルと制御対象の一致 (Ĝ1(s, Vd) = G1(s, V )，Ĝ2(s, Vd) = G2(s, V ))，

不一致 (Ĝ1(s, Vd) ̸= G1(s, V )，Ĝ2(s, Vd) ̸= G2(s, V ))にかかわらず，Lp2(s) → 1，Lp3(s) → 1

となる低周波域で (4.26)式の第１項は ĜD∗
ref
(s)D∗

ref，第２項は 0となり，モデル化誤差が存

在していても目標値D∗
ref に追従することがわかる．なお，分配則 (4.16)式を適用した場合

も同様の議論が可能である．

4.3 評価結果

表 2.2に示すパラメータをもつ車両に対し，4.2節に示した設計法を適用して制御効果を

検証する．なお，シミュレーションでは，プラントとして (2.5)，(2.6)式に代わり非線形

タイヤモデル (2.7)，(2.8)式を用いた．(2.7)，(2.8)式中のパラメータ kf，krは，走行する

路面の摩擦係数に対応した係数であり，シミュレーションでは，乾燥路相当の値 kf = 9，

kr = 15とした [45]．

4.3.1 耐故障制御系設計

制御系設計時に考慮するパラメータ変動範囲を定義する．車速変動範囲は，Vmin = 10

m/s，Vmax = 30 m/sとし，変化率を，−4 m/s2 ≤ dV/dt ≤ 4 m/s2 とする．車速以外

のパラメータm，J，Js，Cs，Kf，Krの変動範囲は，表 2.2の値に対し，m，J，Js，Cs

は±10%以内，Kf，Krはタイヤの非線形特性を考慮して±20%以内とする．すべての変

動の組み合わせに対するG1(s, V )，G2(s, V )の不確かさ∆1(s, V ) = G1(s, V ) − Ĝ1(s, V )，

∆2(s, V ) = G2(s, V )−Ĝ2(s, V )を覆う (4.4)，(4.5)式の重み関数を，以下のように定義する．
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W1(s) =
0.1434s2 + 0.2996s+ 0.6142

s2 + 10.9771s+ 105.5328
(4.30)

W2(s) =
0.001s2 + 0.002s+ 0.0042

s2 + 6.6489s+ 41.1862
(4.31)

図 4.8，4.9にW1(s)，W2(s)と∆1(s, V )，∆2(s, V )の関係を示した．

上記モデルを基に，ε = 0.0001，TLp2 = 1.4，TLp3 = 4.5，Ws(s) = 0.25，Vd = 30 m/s，

CX+(s) =
1

0.01s2 + 0.2s+ 1
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図 4.8 W1(s)と∆1(s, V )の関係
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図 4.9 W2(s)と∆2(s, V )の関係
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として各制御器を設計した．なお，閉ループ系に対する２次安定性とH∞ノルムは，MAT-

LAB の quadstab，quadperfコマンドを用いて確認した．

4.3.2 シミュレーション結果

一定速度 V = 20 m/sで直進走行中に駆動系故障が発生し，退避走行速度 VLimphome = 10

m/sまで減速後，路肩退避する場合を例に挙げて制御効果を検証する．

図 4.10に示すように，20m/sで a点から直進走行中 b点で Frr = 0 Nとなる故障が発生

し，1 s後の c点で故障確定する．d点で退避走行速度に到達後，e点からドライバ操作に

よる退避を開始し，f 点で 2 m路肩に寄せる走行パターンを考える．なお，D∗
ref は (4.32)

式，Accは一定，転がり抵抗係数は良好な舗装路を想定して 0.02とした．

D∗
ref =


0 (t < 70)

0.96(t− 70)− 0.576(t− 70)2 + 0.0768(t− 70)3 (70 ≤ t ≤ 75)

0 (t > 75)

(4.32)

� �

X

Y

a b c

�

d e f

図 4.10 退避走行シナリオ

また，プラントモデルのパラメータm，J，Js，Cs，Kf に表 2.2の値に対し+10%，Kr

には−10%の不確かさを与え，ロバスト安定性を有することも確認する．なお，例に挙げ

た走行パターンで生じるタイヤスリップ角の範囲では，Kf に+10%，Krに−10%の不確

かさを与えた非線形タイヤモデルのコーナリングフォース特性が，制御器設計時に使用し

た線形モデルにおけるKf，Krの±20%変動領域に含まれていることに注意する．

シミュレーション結果を図 4.11～4.15に示す．b点で故障発生後 c点で故障確定するま

での間，D∗制御部は，故障により生じる右旋回モーメントを打ち消すため，ステアリン

グモータトルク指令値 Tcと左右制駆動力差指令値X−を増大させる．各指令値は，駆動力

分配部にて，(4.13)式にしたがい T，Frr，Frlへ分配される．その結果，図 4.11，4.12の b
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点を起点に T が増加，Frlが減少しているようすがわかる．一方，本来増加すべき Frrは，

故障のため指令に追従できず 0 Nのままであることから，転がり抵抗以上の駆動力が確保

できず，図 4.13に示すように故障発生地点の b点から減速する．c点で故障確定後，(4.15)

式にしたがって指令値が分配され，速度抑制機能により Frl = 0 Nとし，減速を開始する．

退避走行速度へ到達した d点以降は，正常な左後輪へ再度駆動力 Frlが印加され，車速が

維持されていることがわかる．

また，図 4.11に示すとおり，d点で駆動力 Frlが印加されるのと同時にヨーモーメント

打消分のトルクがステアリングモータトルクに加算され，速度を維持しつつ直進走行を可

能としている．さらに，図 4.14において，b点の故障発生時に比べ d点の駆動力再印加時

のD∗変動が抑制されていることからも効果が確認できる．上述した耐故障制御系の一連

の挙動により，故障発生後もドライバの特別な操作を伴うことなく，図 4.15の挙動を実現

している．
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図 4.11 ステアリングモータトルク T
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図 4.12 左右後輪制駆動力 Frr，Frl
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図 4.13 車速 V
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図 4.14 D∗ 出力
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図 4.15 X-Y平面上の車両挙動
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つぎに，操舵系故障に対し，本章で提案した耐故障制御系が第 3章の耐故障制御系と同

じ仕様を有していることを確認する．図 4.10の走行パターンは，ステアリングモータトル

ク T = 0 Nmである直進時の故障発生を想定しており，T = 0 Nmとなる故障が発生した

としても，故障発生前後で T に変化がなく，耐故障制御系の効果が顕著に現れない．そこ

で，T ̸= 0 Nmである円旋回中の操舵系故障を例に挙げ，故障発生後も円旋回が継続可能

なことを確認し，制御効果を検証する．なお，タイヤ，路面関連パラメータ，プラントモ

デルの不確かさなど走行パターン以外の条件は，すべて駆動系故障時の場合と同等とする．

図 4.16に示すように，一定速度 V = 15 m/sで走行している車両が a点より半径 300 m

の円軌道に沿った走行を開始する．その後，b点で T = 0 Nmとなる故障が発生し，1 s後

の c点で故障確定する．故障確定後，速度抑制機能により d点で退避走行速度へ到達し，そ

の後も旋回を継続する走行パターンを考える．なお，D∗
ref は車速 V と旋回半径Rを用いて

(4.33)式から算出し，Accは一定とする．

D∗
ref = V γ =

V 2

R
(4.33)

��� ���

a

b
c

d

X

Y

図 4.16 円旋回時の操舵系故障シナリオ

シミュレーション結果を図 4.17～4.22に示す．図 4.17，4.18に示すとおり，b点で故障

発生後，ステアリングモータトルク T が失われると同時に左右制駆動力差 Frr − Frlが増

大し，旋回モーメントが生成され，操舵機能が補償される．この補償により，b点で目標値

を外れたD∗が，再度目標値へ追従するようすが図 4.19で確認できる．また，図 4.20に示

すとおり，前輪舵角はセルフアライニングトルクにより定常値へ収束する．

c点で故障確定した後は，(4.14)式にしたがって駆動力分配し，(4.19)式の速度抑制機能

により X̃+ = 0 N，すなわち左右総制駆動力 Frr + Frlを 0 Nとして減速を開始する．退避
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走行速度へ到達した d点以降は，再度左右総制駆動力を印加し，車速が維持されるようす

が図 4.18，4.21より確認できる．上述した耐故障制御系の一連の挙動により，故障発生後

もドライバの特別な操作を伴うことなく図 4.22の車両挙動を実現しており，本章で提案し

た耐故障制御系は，操舵系故障に対し，第 3章に示した制御系と同等の耐故障性を有して

いることがわかる．
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図 4.17 ステアリングモータトルク T
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図 4.18 左右総制駆動力 Frr + Frl，左右制駆動力差 Frr − Frl
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図 4.19 D∗ 出力
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図 4.20 前輪舵角 δ
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図 4.22 X-Y平面上の車両挙動
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4.4 まとめ

本章では，Steer-by-Wireによる前輪操舵とインホイールモータによる左右後輪独立駆動

の特徴を活用し，操舵，駆動系各々の故障に対応可能な耐故障制御系とその設計法を提案

することで，車両性能や快適性向上目的だけではなく，安全設計面でも活用できる可能性

を示した．安全性は，価格やサイズにかかわらずすべての車両に対して必須な要件であり，

特に１人乗りの小型車から高性能スポーツカーといった様々な形態の車両が提案されてい

る電気自動車では，多様な安全設計手法が求められている．これに対し，本章の結果は１

つの選択肢を与えた点に有用性があるといえる．

なお提案した耐故障制御系では，車速に応じた操舵特性変化や左右制駆動力差による操

舵アシスト制御などの性能要件は，目標値D∗
ref，または参照モデル ĜD∗

ref
(s)の設計で実現

することを想定している．本章では，左右制駆動力差により操舵系故障を補償することを

目的としたため，参照モデル ĜD∗
ref
(s)は，操舵系制御を担う図 4.2の G1(s, V )，C1(s, V )

で構成される閉ループ系のD∗
ref からD∗までの伝達関数 (4.8)式とした．たとえば，車両状

況に応じて旋回特性を変化させるモデルに置き換えることで，操舵系では不足する旋回特

性を左右制駆動力差によりアシストする制御と耐故障制御を共存させることも可能である．

目標値D∗
ref，または参照モデル ĜD∗

ref
(s)の設計に帰着不可能な性能要件との共存について

は，今後の課題である．
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第5章 センサ故障に対する耐故障制御系

5.1 概要

車載システムの電子制御依存度が高まるにつれ，電動アクチュエータと同様に使用され

るセンサも増加の一途をたどっている [65]．特にX-by-Wireシステムでは，アクチュエー

タ挙動に加え，ドライバ意図や車両の走行状況などを複数のセンサで検出し，制御で使用

している．ドライバ意図の伝達から車両操作を担うアクチュエータ制御に至るまでセンサ

が関与しており，その役割は極めて重要である．それゆえ，センサ故障は車両操作，挙動

に重大な影響を与え，事故に直結する可能性を含んでいる．センサ故障に対する安全性確

保は，第 3，4章で扱ったアクチュエータ故障と同様に，X-by-Wireシステムを製品化する

際の最重要課題に位置付けられている．

一方，車両に限らずセンサ故障対策の重要性は広く認識されており，多くの研究者がセ

ンサ故障に対する耐故障制御系設計問題に取り組んでいる．研究，実用の両面において最

も一般的なアプローチは，冗長なセンサを実装し，多数決により最も確からしい値を選択

する手法 [53,66]である．しかし，センサの冗長化が必要なため，X-by-Wireのような多数

のセンサを有するシステムへ適用する場合，車両重量やコストの増加といった問題が表面

化し，バイワイヤ化の利点が失われてしまうという課題がある．上記課題を解決するため，

センサの代替としてオブザーバ [67,68]やプラントモデル [69,70]を用いて冗長系を構成す

る手法が提案されている．しかし，オブザーバやプラントモデルの出力は実値に対して誤

差を含んでおり，誤差を含んだ出力を使って制御を行うと，車両挙動がドライバ意図と乖

離してしまう可能性を有している．さらに，これらの従来手法はセンサ故障がシステムに

与える影響度に関係なく，故障発生後も極力故障発生前の機能や性能を維持することを目

指している．一方，車両に搭載されているセンサの役割は様々であり，したがって故障時

の影響度も様々である．よって，全てのセンサに同一の耐故障制御を適用する場合，処置

に過不足が生じることが容易に推測できる．

「走る」，「曲がる」，「止まる」といった自動車の基本機能は，アクセル，ブレーキの踏

み込み量やハンドル舵角といったドライバ操作の検出と，ドライバ操作を車両へ伝達する
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モータのトルク（電流）や回転角度といった動作状態を検出するセンサ，すなわちコンポー

ネント動作レベルの情報で実現可能である．これに対し，「安全」，「利便」，「環境」などの性

能やサービス性向上を目的とした付加機能になればなるほど，基本機能の実現に必要なセ

ンサに加え，車両挙動や周辺状況に関する多種多様な情報が必要であり，複数のセンサか

らの情報に基づいて実現されている [71–73]．たとえば，先進運転支援システム（Advanced

Driving Assistant System : ADAS）では，衝突防止のための自動ブレーキ，車線逸脱防止の

ためのステアリング補正，運転者の負担軽減のためのクルーズコントロールなどの機能を

提供するために，レーザレーダ，ミリ波レーダや単眼カメラ，ステレオカメラなどの外界

認識センサを [74]，カーエアコンでは，車両周辺環境に応じた自動空調機能を提供するた

めに，日射センサ，湿度センサ，排気ガスセンサといった多数のセンサ情報を駆使してい

る [75]．一概にセンサといっても目的は様々であり，自動車の基本機能を担うセンサと付

加機能を担うセンサとでは，価格や数量の相違のみならず，安全性への影響度合いも異な

るため，センサ毎に用途に応じた故障対策を施す方が自然である．

一方，1.5節で述べたとおり，自動車の運転に必要な「認知」，「判断」，「操作」のサイク

ルには，人間（ドライバ）と電子制御による２つのサイクルが存在している．基本機能が

確保されていれば，人間によるサイクルのみで自動車の運転は可能であるが，電子制御に

よるサイクルが加わることで，ドライバの操作負担軽減やドライバでは不可能な緻密な制

御で予防安全，環境性能などの付加機能を達成している．ここでセンサは「認知」の役割

を担うが，同時に人間も視覚，聴覚，三半規管などを使って車両挙動，周辺状況を「認知」

している．この人間と電子制御の間に潜在する冗長性を考慮すると，センサ故障発生後も

人間による「認知」は可能であるため，センサ故障により電子制御によるサイクルが人間

によるサイクルに悪影響を与えない限り，換言すると基本機能が正常である限り，人間主

体の運転は継続可能であるといえる．

本章ではSteer-by-Wireの操舵制御において，基本機能と付加機能を明示的に区別した制

御系を構築し，基本機能に関与するセンサには，冗長化，多数決選択といった従来型の安

全設計手法を踏襲して耐センサ故障性を確保し，付加機能に関与するセンサには，故障時

に基本機能に悪影響を及ぼさないことを要件とした対策，すなわち制御器の出力抑制，制

御ループ切断などを施すことで全てのセンサの冗長化を回避する耐故障制御系とその設計

法について検討する [76]．
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5.2 機能毎に分割した制御ループを有する耐故障制御系設計

5.2.1 制御器設計用モデル

制御器設計に際し，第 2章で示した車両，操舵モデルから，入力をステアリングモータ

トルク Tc，出力を前輪舵角 δ，D∗とする状態空間および伝達関数モデルを構築する．な

お第 2章で述べたとおり，モータのダイナミクスは無視しているため「制御器からの指令

値＝モータ出力」とした．また第 4章と同様に，車速をゲインスケジューリングパラメー

タとし，車速以外のパラメータ変動は非構造的不確かさとして考慮する．

はじめに，車速をゲインスケジューリングパラメータとして考慮するため，v = (V, 1/V )

をパラメータとするアフィン形式の状態空間モデルで表現する．{
E(v)ẋ = A(v)x+B1u

y = Cs(v)x
(5.1)

ただし，

x =


β

γ

δ̇

δ

 , u = Tc, y =

[
δ

D∗

]

E(v) =


0 0 0 0

0 1 0 0

0 0 1 0

0 0 0 1

+ V


1 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0



A(v) =


−2(Kf+Kr)

m
0 0

2Kf

m

−2(lfKf−lrKr)

J
0 0

2lfKf

J
2ξKf

Js
0 −Cs

Js
−2ξKf

Js

0 0 1 0

+ V


0 −1 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0



+
1

V


0 −2(lfKf−lrKr)

m
0 0

0 −2(l2fKf+l2rKr)

J
0 0

0
2ξKf lf

Js
0 0

0 0 0 0



B1 =


0

0
1
Js

0


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Cs(v) =

[
Cs1

Cs2(v)

]

=

[
0 0 0 1

−2d(Kf+Kr)

m
0 0

2dKf

m

]
+ V

[
0 0 0 0

0 1− d 0 0

]

+
1

V

[
0 0 0 0

0 −2d(lfKf−lrKr)

m
0 0

]

である．

また，制御周期に対し車速 V の変化率が十分小さいとし，伝達関数で表現すると，

Y (s, V ) =

[
Gs1(s, V )

Gs2(s, V )

]
U(s) (5.2)

ただし，

Gs1(s, V ) = Cs1{sE(v)− A(v)}−1B1

Gs2(s, V ) = Cs2(v){sE(v)− A(v)}−1B1

である．

つぎに，直接計測が困難，または変動する可能性のあるパラメータm，J，Js，Cs，Kf，

Krの変動を非構造的不確かさとして考慮するため，(5.2)式の伝達関数モデルに対する加

法的不確かさとして表現すると，

Gs1(s, V ) = Ĝs1(s, V ) +WGs1(s)δ(s) (5.3)

Gs2(s, V ) = Ĝs2(s, V ) +WGs2(s)δ(s) (5.4)

となる．ここで，Ĝs1(s, V )，Ĝs2(s, V )はノミナルモデル，WGs1(s)，WGs2(s)は重み関数，

δ(s)は複素数変動を表し，∥δ(s)∥∞ ≤ 1を満たす．

5.2.2 問題設定

2.4節で述べたとおり，センサ故障として，ワイヤハーネスの断線または短絡により強

制的にセンサ値が固定値となり，正しい値が取得できなくなる突発故障を想定する．具体

的には，Steer-by-WireのD∗制御系において，D∗を算出するためのヨーレートセンサまた

は横加速度センサのいずれかが故障し，正しいD∗値が得られない状況下において，「セル

フステア」，「ステアロック」などの危険事象に至ることなく，操舵機能を確保する問題を

考える．なお劣化故障に関しては，車両への影響も軽微であり，定期点検時の交換が主な
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対策となるため，ECUに実装された制御系での故障対策に主眼をおく本論文の対象外とす

る．またアクチュエータ故障の際と同様，２つ以上のセンサが同時に故障する２重故障は

考えない．

本章では，上記センサ故障に対し，安全性への影響度合いに応じた対策を施すため，Steer-

by-WireのD∗制御を「基本機能」と「付加機能」の２つの機能に分け，各々別の制御系と

して構築し，組み合わせて実現することを考える．ここで基本機能とは，ドライバのハンド

ル操作に比例して前輪舵角を操作する機能，すなわち操舵系に求められる最低限の機能を

意味しており，従来の機械式ステアリング装置で実現されている機能に相当する．本機能

は，センサの故障有無に関わらず必ず維持されなければならない．これに対し付加機能と

は，ドライバの操作負荷軽減や車両の走行・環境面などの性能向上を担う機能であり，本章

で扱う制御要件の中では，車速や車両重量，路面状況に伴う車両特性変化に応じて舵角を

補正する機能，すなわち参照モデルに基づくD∗制御に相当する．本機能は，Steer-by-Wire

の機械的結合がない利点を生かした付加価値を高めるための機能であり，たとえセンサ故

障により機能不全に陥ったとしても，「曲がる」の機能喪失に直結するわけではない．ゆえ

に，センサ故障後の維持は必須ではないが，基本機能へ悪影響を及ぼすことがないように

しなければならない．次項以降では，基本機能と付加機能を組み合わせてD∗制御を実現

する方法と各機能の設計法について検討する．

5.2.3 耐故障制御系概要

(5.2)式で定義された制御対象に対し，出力D∗を目標値D∗
ref に追従させる制御系を設計

する場合，図 5.1に示すような目標値と制御量の偏差を入力とする制御器CD∗(s, V )を有す

るサーボ系を構成するのが一般的である．図 5.1の制御系に対し，センサ故障対策として

従来の冗長化，多数決選択の手法を適用する場合，D∗を算出するために必要なヨーレート

センサ，横加速度センサの各々に対し，３重系を構成しなければならない．

これに対し，本章で提案するセンサ故障に対する耐故障制御系の全体構成を図 5.2に示

�
�

*D
C

*
refD *D

2sG

V V

図 5.1 D∗追従制御系
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Fault detection
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図 5.2 センサ故障に対する耐故障制御系

す．5.2.2項で述べたアプローチを Steer-by-WireのD∗制御系に適用するため，D∗に追従

する操舵制御を，基本機能を担う操舵角フィードバックと付加機能を担うD∗フィードバッ

クに分割し，２重ループを有するカスケード制御系で構成している．冗長化するセンサを

基本機能に関与するセンサに限定することで，全てのセンサの冗長化を回避している点が

特徴である．

インナーループの操舵角フィードバックは，制御器Ci(s, V )によりドライバのハンドル

舵角に比例して前輪舵角を制御し，従来の機械式ステアリング装置相当の機能を実現する．

「曲がる」をつかさどる操舵系の基本機能を担う制御系であることから，いかなる故障から

も保護されなければならない．それゆえ，図示はしていないが，操舵角フィードバックで

使用する前輪舵角 δを検出するための舵角センサは，冗長化，多数決選択といった従来型

の安全設計手法を踏襲し，耐センサ故障性を確保する．

一方，アウターループのD∗フィードバックは，ハンドルとラック軸の間に機械的結合が

ないSteer-by-Wireの利点を生かし，制御器Co(s, V )により車両重量や路面状況など車両状

況の変化に応じて舵角目標値を補正し，ドライバによる操作の負担を軽減する付加機能で



5.2 機能毎に分割した制御ループを有する耐故障制御系設計 91

ある．センサ故障により機能維持が不可能となった場合，操舵性能は劣化するが，自動車

の基本機能である「曲がる」が失われることはない．それゆえ，D∗を算出するためのヨー

レートセンサまたは横加速度センサは冗長化せず，センサ故障時に操舵角フィードバック

へ悪影響を与えないよう，リミッタによる制御器 Co(s, V )の出力制限と故障検出後のD∗

フィードバックループ切り離しにより，操舵角フィードバックによる操舵機能を確保する．

付加機能が喪失した後は，ドライバが自身の「認知」機能に基づき，ハンドル操作に補正

を加えることとなる．

なお，図 5.2においてMδD∗
ref
は，ハンドル舵角を前輪舵角へ変換するモデルであり，機

械式ステアリング装置のギア比に相当する．またMD∗
ref

(s, V )は，D∗追従制御のための参

照モデルを表しており，本章では (5.5)式で定義した．ここで，Ĝa(s, V )は，図 5.2の点線

で囲まれた部分であり，(5.7)式で定義されたGa(s, V )のノミナルモデルである．

MD∗
ref

(s, V ) = Ĝa(s, V ) =
Ci(s, V )Ĝs2(s, V )

1 + Ci(s, V )Ĝs1(s, V )
(5.5)

5.2.4 操舵角フィードバック制御器

本項では，操舵角フィードバック制御器 Ci(s, V )の設計方法について述べる．Ci(s, V )

設計に際し，車速をゲインスケジューリングパラメータとし，車速以外のパラメータ変動

を非構造的不確かさとして考慮する．不確かさを表す (5.3)式の重み関数WGs1(s)と，目標

�

�

iC

iC′
1

ˆ
sG

V V

cT

δmod

Dref
*δ

s

1

w
1z2z

1sGWsiW

�

�

図 5.3 Ci(s, V )設計のための一般化プラント
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値への追従特性を調整するための重み関数Wsi(s)を考慮した図 5.3の一般化プラントを考

える．閉ループ系が２次安定かつwから (z1, z2)
T までの伝達関数のH∞ノルムが１未満と

なるようなゲインスケジューリングH∞制御器C ′
i(s, V )を設計する．C ′

i(s, V )と積分器を

結合し，

Ci(s, V ) =
1

s
C ′

i(s, V ) (5.6)

を得る．

5.2.5 D∗フィードバック制御器

本項では，D∗フィードバック制御器Co(s, V )の設計方法について述べる．Co(s, V )設計

に際し，Ci(s, V )設計時と同様に，車速をゲインスケジューリングパラメータとし，車速

以外のパラメータ変動を非構造的不確かさとして考慮する．制御対象は，図 5.2の点線で

囲まれた部分Ga(s, V )であり，(5.7)式で表すことができる．

Ga(s, V ) =
Ci(s, V )Gs2(s, V )

1 + Ci(s, V )Gs1(s, V )
(5.7)

車速を 10m/sから 30m/sへ変化させた際のGa(s, V )のボード線図を図 5.4に示す．図

5.4より，低周波領域のゲインすなわちDCゲインが車速により変化しているようすがわか

る．図 5.5で車速とDCゲインの関係を詳しく見てみると，車速とともにDCゲインが増加

する傾向にあり，車速の影響度合いが大きいことがわかる．ゲインスケジューリングH∞
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図 5.4 Ga(s, V )のボード線図
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図 5.5 車速 V とGa(s, V )のDCゲインとの関係

制御器設計に際し，車速の影響度軽減による求解可能性の向上をねらいとしてDCゲイン

補償器CDC(V )を導入し，Ga(s, V )にDCゲイン補償器CDC(V )を加えた制御対象に対し

て制御器設計を行う．

はじめに，図 5.5の車速 V とGa(s, V )のDCゲインとの関係を多項式近似して得た近似

式KDC(V )と V = Vnom時のゲインKDC(Vnom)を用いて，DCゲイン補償器を

CDC(V ) =
KDC(Vnom)

KDC(V )
(5.8)

と定義する．

ここで，Ga(s, V )にDCゲイン補償器CDC(V )を含めた伝達関数

G′
a(s, V ) = Ga(s, V )CDC(V )Lps(s) (5.9)

を定義し，車速を 10m/sから 30m/sへ変化させた際のボード線図を図 5.6に示す．図 5.4

と比べ，車速変化に対する DCゲインの変動が抑制されており，DCゲイン補償器の効果

が確認できる．以降，G′
a(s, V )を新たな制御対象として制御器設計行う．なお，(5.9)式の

Lps(s)は，「入力行列にゲインスケジューリングパラメータを含まない」というゲインスケ

ジューリングH∞制御器導出の前提条件を満たすために挿入している．

つぎに，G′
a(s, V )の不確かさを加法的不確かさとして定義する．

G′
a(s, V ) = Ĝ′

a(s, V ) +WG′
a
(s)δ(s) (5.10)

ここで，Ĝ′
a(s, V )はノミナルモデル，WG′

a
(s)は重み関数を表している．さらに，目標値へ

の追従特性を調整するための重み関数Wso(s)を考慮した図 5.7の一般化プラントを考える．
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図 5.6 G′
a(s, V )のボード線図
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図 5.7 Co(s, V )設計のための一般化プラント

閉ループ系が２次安定かつwから (z1, z2)
T までの伝達関数のH∞ノルムが１未満となるよ

うなゲインスケジューリングH∞制御器C ′
o(s, V )を設計後，C ′

o(s, V )と積分器，CDC(V )，

Lps(s)を結合し，

Co(s, V ) =
1

s
CDC(V )Lps(s)C

′
o(s, V ) (5.11)

を得る．
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5.2.6 出力制限値

本項では，D∗フィードバック制御器 Co(s, V )の出力制限を行うリミッタの上下限値の

設計方法について述べる．

先に述べたとおり，図 5.2のMδD∗
ref
は，ハンドル舵角から前輪舵角目標値を算出する役

割をもち，従来の機械式ステアリング装置のギア比に相当している．しかしながら，乗車

人数，積載重量や路面状況によって車両の運動特性が変化するため，操舵角フィードバッ

クのみの場合，ドライバが状況に応じてハンドル舵角を適宜補正し，車両挙動を制御しな

ければならない．これに対し，D∗フィードバック制御を併用し，参照モデルMD∗
ref

(s, V )

の出力に基づき前輪舵角目標値を適宜補正することで，ドライバが体感する車両運動特性

の変化を低減し，運転負荷軽減を図っている．しかし，ドライバ操作から大きく乖離した

過度な補正は逆にドライバを混乱させる可能性があるため，補正量はある範囲，すなわち

ドライバに違和感を感じさせない範囲に制限することが必要である．

一方，周知のとおりフィードバック制御は，目標値とセンサで検出した実値の比較に基

づいて行われる制御であり，センサ故障時は目標値と実値が一致せず制御入力が過大また

は過小となり，ドライバ操作から大きく乖離した動作を招く恐れがある．センサ故障検出

後，フィードバックループを切り離せば上記懸念はないように思われるが，誤検出を防ぐ

ために設けられた数ミリ秒から数秒の故障確定時間内に補正量が急増または急減し，切り

離しまでの間に危害に至る可能性がある．よって，予測不能な突発故障の発生に備え，常

時補正量を監視し，ある範囲，すなわちドライバが修正可能な範囲に制限することが必要

である．

以上より，センサ故障の有無に関わらず，ドライバ操作と補正量の乖離を防ぐ仕組みは

常時必要であるため，D∗フィードバック制御器Co(s, V )の出力制限を目的としたリミッタ

を常設する．リミッタの上下限値は，ドライバが受容可能な補正量の上下限値に相当して

いる．なお，操舵系に影響を及ぼす故障は，発生からミリ秒オーダ以内での処置が必要で

あるため，常時リミッタを有効にしておくことは，突発故障の発生に備える上で本質的に

重要である．

リミッタの上下限値 Smax，Sminは，以下の式を満たすように決定する．

Smax ≥ max
Vmin≤Vd≤Vmax

{
G∞

D∗δ(vd)− Ĝ∞
D∗δ(vd)

}
D∗

max(Vd) (5.12)

Smin ≤ min
Vmin≤Vd≤Vmax

{
G∞

D∗δ(vd)− Ĝ∞
D∗δ(vd)

}
D∗

max(Vd) (5.13)

ここで，vd = (Vd, 1/Vd)であり，G∞
D∗δ(vd)は (5.14)式で与えられ，D∗から δmod

D∗
ref
間のDC
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表 5.1 設計速度と最小曲率半径の関係（出典：道路構造令第十五条より）

設計速度 (km/h) 最小曲率半径 (m)

120 710

100 460

80 280

60 150

50 100

40 60

30 30

20 15

ゲイン，̂はノミナル値を意味している．また，Vmax，Vminは，ゲインスケジュールH∞制

御器Ci(s, V )，Co(s, V )設計時に考慮した車速変動領域の上下限値，D∗
max(Vd)は，D∗の最

大値であり，たとえば道路法に基づき制定された道路構造令の第十五条で定められている

表 5.1の設計速度と最小曲率半径の関係などから算出することができる．

G∞
D∗δ(vd) =

Cs1A
−1(vd)B1

Cs2(vd)A−1(vd)B1

(5.14)

以上より，(5.12)，(5.13)式の右辺は，あらかじめ想定した走行条件下における，目標舵

角 δD∗
ref
と補正後目標舵角 δmod

D∗
ref
の定常偏差の最大，最小値を表しており，過渡時の挙動は

考慮されていないことに注意する．そのため，Smax，Sminともに，過渡時の一時的な操作

量の増加を見込んで設定する必要がある．また，Smaxをより大きく，Sminをより小さくす

るほどSteer-by-Wireの操作自由度は高まるが，その反面センサ故障時の危険性が高くなる

ということを忘れてはならない．性能と安全性との間に存在するトレードオフを把握した

上，あらゆる走行環境下で実車テストを行い，適切な値を見極める作業が必須となる．

5.2.7 ロバスト安定性解析

本項では，前項で設計したリミッタを含む耐故障制御系のロバスト安定性解析を行う．リ

ミッタは，図 5.8に示すようなセクタ条件で表すことができるため，以下の加法的不確か

さに帰着する．

fs = κs nom + wssδss (5.15)

ここで，

κs nom =
κs max + κs min

2
, wss =

κs max − κs min

2

であり，δssは実数変動を表し，|δss| ≤ 1を満たす．
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図 5.9 ロバスト安定性解析のための一般化プラント

ロバスト安定性解析を行うにあたり，リミッタを (5.15)式の加法的不確かさで置き換え

た図 5.9の一般化プラントを考える．WGa(s)は，Ga(s, V )を加法的不確かさで表現した際

の重み関数である．図 5.9の (w1, w2)
T から (z1, z2)

T までの伝達関数の構造化特異値（µ値）

を計算し，１未満であればリミッタを含む耐故障制御系のロバスト安定性が保証される．
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5.3 評価結果

表 2.2に示すパラメータをもつ車両に対し，5.2節に示した設計法を適用して制御効果を

検証する．なお，シミュレーションでは，プラントとして (2.5)，(2.6)式に代わり非線形

タイヤモデル (2.7)，(2.8)式を用いた．(2.7)，(2.8)式中のパラメータ kf，krは，走行する

路面の摩擦係数に対応した係数であり，シミュレーションでは，乾燥路相当の値 kf = 9，

kr = 15とした [45]．

5.3.1 耐故障制御系設計

制御系設計時に考慮するパラメータ変動範囲を定義する．車速変動範囲は，Vmin = 10

m/s，Vmax = 30 m/sとし，変化率を，−4 m/s2 ≤ dV/dt ≤ 4 m/s2とする．車速以外の

パラメータm，J，Js，Cs，Kf，Krの変動範囲は，表 2.2の値に対し，m，J，Js，Csは

±10%以内，Kf，Krはタイヤの非線形特性を考慮して±20%以内とする．

はじめに，操舵角フィードバック制御器を設計するにあたり，全ての変動の組み合わせ

に対するGs1(s, V )の不確かさ∆Gs1(s, V ) = Gs1(s, V )− Ĝs1(s, V )を覆う (5.3)式の重み関

数WGs1(s)を以下のように定義する．

WGs1(s) =
0.0025s3 + 0.0196s2 + 0.1381s+ 0.4379

s3 + 22.4s2 + 238s+ 2494.9
(5.16)

WGs1(s)と∆Gs1(s, V )の関係は，図 5.10に示すとおりである．(5.16)式と目標値追従特性

を調整する重みWsi(s) = 1を用いて図 5.3の一般化プラントを構築し，ゲインスケジュー
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図 5.10 WGs1(s)と∆Gs1(s, V )の関係
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リングH∞制御器C ′
i(s, V )を設計後，(5.6)式より操舵角フィードバック制御器Ci(s, V )を

得た．

つぎに，D∗フィードバック制御器を設計するにあたり，DCゲイン補償器の設計を行う．

図 5.5に示した車速 V とGa(s, V )のDCゲインとの関係を多項式近似した結果，近似式

KDC(V ) = −0.0845V 2 + 6.605V − 28.1835 (5.17)

を得た．Vnom = 20 m/sとするとKDC(Vnom) = 70.1328となり，DCゲイン補償器は以下と

なる．

CDC(V ) =
KDC(Vnom)

KDC(V )
=

70.1328

−0.0845V 2 + 6.605V − 28.1835
(5.18)

全ての変動の組み合わせに対するG′
a(s, V )の不確かさ∆G′

a
(s, V ) = G′

a(s, V )− Ĝ′
a(s, V )

を覆う (5.10)式の重み関数WG′
a
(s)を以下のように定義する．

WG′
a
(s) =

98.9445s2 + 348.693s+ 172.1591

s2 + 10.1973s+ 6.0858
(5.19)

WG′
a
(s)と∆G′

a
(s, V )の関係は，図 5.11に示すとおりである．(5.18)，(5.19)式と前提条件

を満たすために必要な (5.20)式の Low pass filterLps(s)，および目標値追従特性を調整する

重みWso(s) = 1を用いて図 5.7の一般化プラントを構築し，ゲインスケジューリングH∞

制御器C ′
o(s, V )を設計後，(5.11)式よりD∗フィードバック制御器Co(s, V )を得た．

Lps(s) =
1

0.01s+ 1
(5.20)
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最後に，リミッタの上下限値の設計について述べる．表 5.1の設計速度と最小曲率半径と

の関係より，各速度とD∗最大値との関係はほぼ線形であり，速度が低下するほどD∗の最

大値が増加する傾向にあることがわかる．この関係を使って各車速に対するD∗最大値を算

出し，(5.12)，(5.13)式により判定しきい値を計算した結果，Smax = 0.012，Smin = −0.012

とした．

ここで，以上で設計した耐故障制御系のロバスト安定性解析を行う．過渡挙動を考慮し

た場合，補正量∆δinD∗
ref
が Smax，Sminに対し最大 40%程度超過すると想定し，図 5.8におい

てκs max = 1，κs min = 0.7とした．さらに，(5.21)式のWGa(s)を用いて図 5.9の (w1, w2)
T

から (z1, z2)
T までの伝達関数の構造化特異値（µ値）を計算すると１未満であることが確

認でき，耐故障制御系はロバスト安定であるといえる．

WGa(s) =
3358.2s+ 51770

s3 + 15.6129s2 + 180.4435s+ 845.7755
(5.21)

5.3.2 シミュレーション結果

半径 250 mの円軌道を V = 20 m/sで定常円旋回中にヨーレートセンサ故障（γ = 0）が

発生し，正しいD∗値が得られなくなった場合を例に挙げて制御効果を検証する．ただし，

横加速度センサは正常とする．具体的には，シミュレーション（円旋回）開始から 10 s後

に γ = 0となる故障が発生し，2 s後に故障を検出した後，D∗フィードバック制御ループ

を切り離し，操舵角フィードバックのみで円旋回を継続する走行パターンを考える．なお，

定常円旋回では横すべり角の時間変化がない（β̇ = 0）ため，(2.11)式のD∗は，(5.22)式

となり，車速 V と旋回半径Rで決まる．よって，V = 20 m/s，R = 250 mの定常円旋回

時の目標値は，D∗
ref = 1.6となる．

D∗
ref = V γ =

V 2

R
(5.22)

シミュレーション結果を図 5.12～5.15に示す．図 5.12に示すとおり，t = 10 s時に γ = 0

となるセンサの突発故障が発生し，D∗値が急激に減少しているようすがわかる．t = 10 s

以降は，正常である横加速度センサの変化にともないD∗値に変化が見られるが，ヨーレー

ト成分が反映されておらず，正しいD∗値が得られていないことに注意する．

図 5.13にハンドル舵角から算出した前輪舵角目標値 δD∗
ref
，D∗フィードバック制御によ

り補正された前輪舵角目標値 δmod
D∗

ref
と実前輪舵角 δとの関係を示す．シミュレーションでは，

車両モデルの前輪のコーナリングフォースを+10%，後輪のコーナリングフォースを-10%と

し，制御器設計時に使用したモデルに比べオーバステア傾向に設定したため，補正後の目
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標値は，ハンドル舵角から算出された目標値よりも少ない舵角，すなわち δmod
D∗

ref
< δD∗

ref
と

なるよう補正され，目標値D∗
ref に追従しているようすがわかる．

図 5.14にリミッタの入出力の挙動を示す．D∗フィードバック制御器Co(s, V )の出力と前

輪舵角目標値 δD∗
ref
との差分，すなわち舵角補正量に相当するリミッタへの入力∆δinD∗

ref
は，

t = 10 sでセンサ故障が発生した後，急激に増加している．センサ故障によりD∗が目標値

D∗
ref に一致しないため，制御器 Co(s, V )が操作量を増大させていることを意味している．

一方，リミッタの出力∆δoutD∗
ref
は，リミッタの上限値 Smaxでガードされるため，図 5.13に

示すとおり，最終的な前輪舵角 δの増加は抑制される．t = 12 sで故障を検出した後，D∗

フィードバック制御ループを切り離すため，前輪舵角 δは，δD∗
ref
を目標値とした追従制御

を行う．よって，ハンドル舵角から前輪舵角が決定する機械式ステアリング装置と同等の

動きとなり，補正は加えられないものの，ドライバの意図にしたがい円旋回を継続してい

ることが図 5.15からわかる．一方，耐故障制御系が実装されていない場合は，第 2章で述

べたとおり目標円軌道から外れ，急旋回してしまう．

なお，本シミュレーションでは耐故障制御系の挙動を検証することが目的であるため，故

障発生前後でドライバの操作は不変としている．そのため，D∗フィードバック制御ループ

を切り離した後は，前輪舵角目標値が補正されず，図 5.15において 250 mよりも若干小さ

い曲率半径での円旋回となっているが，ドライバの操作を考慮すれば容易に修正可能な範

囲である．
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図 5.15 X-Y平面上の車両挙動（耐故障制御系（Fault Tolerant Control System : FTCS）有
無の比較． “×” 印は故障発生地点を表す．）

5.4 まとめ

本章では，センサの突発故障に対する耐故障制御系とその設計法を提案した．全てのセ

ンサの冗長化を回避するため，センサ故障が及ぼす安全性への影響度合いを考慮し，Steer-

by-Wireの制御機能を，センサ故障後も維持すべき基本機能と維持する必要のない付加機

能に分割した．前者に対しては従来どおりの冗長化，多数決選択手法を，後者に対しては

リミッタによる制御器の出力抑制と故障検出後の制御ループ切断により，基本機能を担う

制御系へ与える影響の軽減を図った．シミュレーション結果より，センサ故障発生前後で

車両挙動が急変することなく走行が継続できており，上記処理が効果的に働きセンサ故障

に対処できていることがわかる．

第 3，4章で検討した耐故障制御系では，故障の影響に加え，車両重量，路面状況などに

よる車両特性変化も含めて補償し，アクチュエータ故障後もドライバの操作負荷軽減を維

持することを目指した．そのため，アクチュエータ毎に目標値に対する制御量の過不足を

補償するというミクロな視点ではなく，ドライバ要求と車両挙動を一致させるというマク

ロな視点で問題を捉え，モータトルクなどのアクチュエータ挙動を直接監視するのではな

く，アクチュエータ動作から決まる最終的な車両挙動（D∗）を監視し，必要な補償を行っ
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た．一方，5.1節で述べたとおり，車両挙動レベルの信号は多数のセンサ情報を組み合わせ

て算出されることが多く，信号の確からしさを保証するためには算出に必要な全てのセン

サの冗長化が必須となる．よってセンサ故障対策の視点では，基本機能の実現に必要なア

クチュエータ動作を直接監視して補償する方が，冗長化するセンサを限定できるため利点

があるといえる．

上記考察より，アクチュエータ，センサの両故障に対応した耐故障制御系の一例として図

5.16に示す制御系が考えられる．図 5.16において，図示していないがインホイールモータ，

ステアリングモータのトルク（電流）と前輪舵角 δを検出するためのセンサは冗長化され，

従来どおりの耐センサ故障対策が施されているものとする．また，アクチュエータ動作を直

接監視することを明示するため，各アクチュエータの目標値F ref
rr ，F ref

rl ，T ref と出力Frr，

Frl，T を区別して表記した．図 5.16(b)のCTX−(s, V )は，(4.2)式のG1(s, V )，G2(s, V )の

ノミナルモデルを用いた (5.23)式の補償器であり，D∗を実現するためのステアリングモー

タトルクを左右制駆動力差に換算する役割を担う．

CTX−(s, V ) =
Ĝ1(s, V )

Ĝ2(s, V )
(5.23)

第 3，4章では，ステアリングモータの故障を補償する左右制駆動力差の操作量を，車両

挙動の目標値D∗
ref と実測したD∗の偏差により決定したが，図 5.16では，冗長化するセン

サを限定するため，ステアリングモータトルクの目標値 T ref と実測したトルク T（電流よ

り算出）から決定している．アクチュエータ挙動を直接監視するため，D∗の算出に必要な

ヨーレートセンサ，横加速度センサの冗長化は不要となるが，ステアリングモータ故障後

は，不足したステアリングモータトルク分に対応した左右制駆動力差が補償器により車両

へ印加されるものの，目標値D∗
ref へD∗を一致させる操作はドライバが行わなければなら

ない．すなわち「曲がる」の基本機能は確保されるが，車両特性変化に応じた舵角補正な

ど，ドライバ操作負荷軽減を担う付加機能は確保されないことを意味している．

搭載スペース，重量やコストなど制約の多い自動車に対しては，アクチュエータ，セン

サ故障時に付加機能まで維持，継続するのは現実的に困難な場合が多い．本章で提案した

耐故障制御系は，特に小型車，低価格帯車に適していると考える．アクチュエータ，セン

サ両故障に対応した制御系の設計法の確立，安定性解析やケーススタディは今後の課題で

ある．
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第6章 結言

6.1 研究のまとめ

本研究では，Steer-by-Wireと左右後輪にインホイールモータを搭載した電動車両を題材

とし，アクチュエータおよびセンサ故障に対して，車両に潜在する冗長性を活用した耐故

障制御系とその設計法を提案した．故障時のバックアップのためにコンポーネント単位で

構成部品を冗長化し，安全性を確保する従来手法から脱却するため，車両全体を俯瞰し，

性能や利便性の向上を目的に導入されたシステムや人間と電子制御の間に潜在する冗長性

を活用するというアプローチで耐故障制御系設計問題に取り組んだ．その結果，ISO26262

が ASIL–Cまたは ASIL–Dといった高いリスクを有する X-by-Wireシステムに対して要求

する「冗長化設計とフェイルソフト機能」を，バイワイヤ化の利点を損なうことなく達成

する耐故障制御系を得た．さらに設計プロセスの面でも，従来の後付け的な安全設計手法

を見直し，ISO26262が提唱する制御系設計初期段階から性能と安全性の両要件を考慮した

手法を与えた．

アクチュエータ故障に対しては，自動車の基本機能「曲がる」，「走る」を担う操舵，駆

動系の故障に対応可能な耐故障制御系を構築した．操舵系故障に対しては，左右輪に独立

配置したインホイールモータの旋回モーメント発生という潜在能力を，駆動系故障に対し

ては，片輪駆動とSteer-by-Wireによる旋回モーメントの打ち消しという潜在能力を活用し

て設計を行った．さらに，駆動系故障に比べ故障発生から危険に至るまでの時間が極めて

短い操舵系故障に対しては，従来の故障検出後にフェイルセーフ／フェイルソフトを行う

手順ではなく，外乱オブザーバの思想を応用し，故障発生直後からフェイルソフトを行い

安全性を確保した後，故障検出するよう設計した．

センサ故障に対しては，制御系を構成する全てのセンサに同一の故障対策を施すのでは

なく，故障が車両の制御や操作に与える影響度に応じた対策を行い，過度な冗長化を防ぐ

というアプローチで取り組んだ．具体的には，電子制御の役割を自動車の運転に最低限必

要な基本機能と，ドライバの操作負荷軽減や走行・環境面などの車両性能向上を担う付加

機能に分け，各々別の制御系として構築し，制御系毎に異なるセンサ故障対策を講じた．基
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本機能に関与するセンサに対しては，故障後も基本機能が維持できるよう，従来どおりの

冗長化，多数決選択手法を適用した．一方，付加機能に関与するセンサに対しては，故障

後の付加機能の維持は行わないとし，制御器の出力抑制や制御ループの切断により，基本

機能へ及ぼす悪影響を抑制および遮断する対策とした．すなわち，センサを冗長化する代

わりに，自動車の運転に必要な「認知」行為に潜在する人間（ドライバ）と電子制御間の

冗長性を活用し，センサ故障後は，ドライバによる「認知」，「判断」と基本機能により実

現される「操作」で走行を継続するという考え方である．上記対策により，センサ故障後

は，路面や車両状態に応じてドライバによるハンドル補正操作が必要になるものの，従来

の機械式ステアリング装置と同等な「ハンドル操作に比例して，車輪舵角が変化する」と

いう最低限の機能が提供されるため，「曲がる」の機能が確保される．

以上，本研究では，アクチュエータ，センサ故障に焦点を当て議論してきたが，制御系

を実装し，「判断」の役割を担うMPUの故障については触れなかった．MPUの故障対策は，

ドイツの自動車部品メーカであるロバート・ボッシュが提案する３レベルコンセプト 1が

デファクトスタンダードになっている．３レベルコンセプトでは，制御系実装用とは別に

故障診断用のMPUを用意し，両者の間で相互監視することを基本動作としている．具体

的には，故障診断する対象を，MPUに実装された制御機能全般を包括的に診断する機能

に限定し，この機能が実装された記憶エリア（Read Only Memory：ROM/Random Access

Memory：RAM）の読み出し・書き込みや処理フローのチェックと，２つのMPU間で質問，

回答といった手順を繰り返すことでインストラクションチェックを行い，MPUの故障検出

を行う．MPU故障でフェイルセーフ機能も同時に失われる可能性を考慮し，故障診断用の

MPU側にもフェイルセーフ機能を有している．電子スロットルのように，MPU故障時に

モータの電流遮断のみで安全性確保が可能なシステムでは，故障診断用のMPUはアクチュ

エータ停止のためのデジタル出力を有していれば十分であるため，ロジック ICなど安価な

デバイスで構成することも多い．一方，本研究で題材としたSteer-by-Wireなどモータの電

流遮断のみでは安全性確保が困難なシステムでは，MPU故障発生後も高度なフェイルソフ

ト機能を維持する必要があるため，制御系実装用MPUの冗長化や他システムのMPUに機

能を分散配置するなどの処置をした上，３レベルコンセプトの適用箇所を決定しなければ

ならない．

本研究で提案した耐故障制御系においてMPU故障を考慮した場合，図 6.1，6.2に示す

ような ECU構成と機能配置が考えられる．

図 6.1は集中型の制御方式であり，車両制御を統括する集中制御コントローラ（Vehicle

1付録 B参照
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Control Unit：VCU）を設け，VCU内に駆動力要求部，D∗制御部，故障検出部，駆動力分

配部を配置し，３重系構成とする．インホイールモータ，ステアリングモータは各々ECU

を有し，各 VCUからの指示を受け，多数決（図 6.1の Voting部）によって確からしい指

令値を選択した後，動作する．航空機向けでは一般的な手法 [13]であるが，コスト，搭載

スペースの制約が厳しい自動車では全ての箇所への適用は難しく，車両制御の根幹部のみ

とするなど限定的にせざるを得ない．なお本方式では，多数決部が実装された各アクチュ

エータ ECUのMPU故障検出に３レベルコンセプトを適用し，MPU故障検出時は対応す

るアクチュエータを停止する．VCUは３重系が必要となるが，各アクチュエータ ECU内

の故障診断用MPUは安価なデバイスで実現できる．一方，図 6.2は分散型の制御方式で

あり，VCUのような集中制御コントローラは設けず，インホイールモータ，ステアリング

モータECUの各々に駆動力要求部，D∗制御部，故障検出部，駆動力分配部を分散配置し，

CAN（Controller Area Network）や FlexRayなどの車載通信ネットワークを介して情報を

共有する．新たなECUを追加する必要性はないが，各アクチュエータECU側で耐故障制

御系実装用のリソースを確保しなければならない．さらに，シリアル通信を介した情報共

有や分散配置に伴う機能重複のため，各 ECU間の同期処理も課題である．なお本方式も，

インホイールモータ，ステアリングモータの各ECUのMPU故障検出に３レベルコンセプ

トを適用し，MPU故障検出時は対応するアクチュエータを停止する．よって集中制御系と

同様に，故障診断用MPUは安価なデバイスで実現できる．

いずれの方式も一長一短があるため，コスト，搭載スペースや車両メーカ，部品サプラ

イヤ間，または部品サプライヤ同士での開発分担などを総合的に鑑みたうえ，最善の手法

が選択されることになる．なお，MPU故障対策については，MPUメーカ自身に対応を求

める動きが活発化してきており，ISO26262の推奨技法を適用し，認証取得したMPUも開

発されている [4,77]．今後車両メーカや部品サプライヤは，MPUの動作補償よりも各ECU

への機能配置へ注力する必要性が増すと考えられる．

なお本研究では，ドライバは車両の運動を積極的に制御するような操舵や加減速は一切

行わないという仮定のもと，耐故障制御系の動作のみに着目して故障発生時の車両挙動を

検証してきた．実際は，ドライバにより適切な操舵や加減速が行われることによって，車

両は目的にしたがった意味のある運動を行うのであるから，ドライバによる積極的な操作

も考慮した車両挙動の検証が必要であり，今後の課題である．

さらに次のステップとしては，1.5節で述べたとおり，一車両の枠を越え，車車間，路

車間の協調を含めた交通システム全体で安全性を確保する方向へ発展させていくべきであ

る．すなわち，一車両で安全性を確保するという従来の考え方から脱却し，コスト，搭載
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スペース，重量など制約の多い車両単体で確保すべき安全性を緩和し，その分車車間，路

車間の制御を介入させることで，交通システム全体として安全設計の使命である「人命の

確保」を実現するという考え方である．

本研究を交通システム全体を考慮した安全設計へと発展させるにあたり，車両，交通シ

ステム間での機能分担を決めることが重要である．たとえば，故障発生後の処置の緊急度

に応じて機能分担すると，車両の安全機能が最初に作用しドライバの安全を確保した後，

他の車両の衝突など外部からの危険を回避するため，車車間の安全機能，路車間の安全機

能の順に作用させるのが自然である．具体的には，走行中の車両に故障が発生した場合，

車両自身で最低限の「曲がる」，「止まる」の機能を確保したうえ，停止車両との衝突，路

上に降りたドライバの人身事故といった２次的被害を防ぐために，周辺の車両が衝突回避

動作をし（図 6.3），信号機などにより他の車両の進入を防ぐ（図 6.4）という一連の動作

を時系列的に行い，安全性を確保するアプローチが考えられる．
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図 6.3 周辺車両の衝突回避動作（車車間の安全機能例）

��������

図 6.4 信号機による周辺車両の誘導（路車間の安全機能例）

本研究で提案した耐故障制御系は，上記機能分担のうち，車両の安全機能に相当するが，

一車両の安全設計に焦点を当てたため，２次的被害を考慮し，故障後も退避走行ができる
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ことを安全要件とした．上述したコンセプトをもつ交通システム全体での安全設計へ適用

する場合は，故障発生後安全に停止できれば良く，一車両に対する安全要件は緩和される．

よって，インホイールモータの片輪に故障が発生して駆動力が喪失した場合，正常駆動輪

の駆動力も強制的にゼロとし，片輪駆動による意図せぬ旋回モーメントの発生を抑制する

といった簡易な処置とすることも可能となる．

本研究で提案した耐故障制御系の安全要件緩和と車車間，路車間の安全機能との連携に

ついては，今後の課題である．

6.2 今後の展望

本論文では，安全設計視点から車両に潜在する冗長性に着目し，耐故障制御系設計に活

用したが，車両を別の視点から眺めると新たな冗長性が見えてくる [78]．

１つは，駐車時の活用である．車両の平均稼働率はおよそ 2.3%といわれており [79]，大

半は駐車しているのが現状である．主目的の「移動手段」として使用される時間はわずか

であり，主目的以外の「駐車」が車両のライフサイクルの大半を占めていることになる．そ

れゆえ駐車時の有効活用は，車両の付加価値向上の一躍を担うことが期待される．従来の

内燃機関車両では，我々が日常生活で使用する電気，ガスなどとは別のガソリン，軽油を

エネルギー源としていたが，電動車両の普及に伴い，エネルギー源は化石燃料から電気へ

と変わり，日常生活で使用するエネルギーとの親和性が高くなった．そのため，電動車両に

搭載された蓄電池を移動可能な電源とみなすと，走行用に限らず，災害時のバックアップ

電源，太陽光，風力などの自然エネルギー導入に伴う需給不均衡の調整を担うエネルギー

ストレージとしてのポテンシャルをもっており，新たな冗長性と考えることができる．昨

今，車載蓄電池の充放電を可能にする要素技術としてVehicle to X2（V2X）の開発が行わ

れている [80,81]．我々はこの技術を使い，車両をエネルギーマネージメントシステムにお

けるストレージデバイスとして扱い，家庭に設置された太陽光パネルの発電電力，家庭内

の電力需要と車両の使用予測に基づいて１日の電気料金を最小化する車載蓄電池の充放電

計画立案手法を提案している [78,82–97]．

さらに，複数台の車載蓄電池を活用したサービスへと発展させるため，複数の電動車両を

アグリゲータが束ね，送電会社と契約を結び，系統電力の電圧，周波数の安定化に寄与する，

すなわちアンシラリーサービスへ参画するための車載蓄電池充放電計画立案手法 [98, 99]

2Xは系統電力（Grid）であればG，家（Home）であれば H，工場（Factory）であれば Fなど電力を授受
する相手によって命名されている．
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図 6.5 V2Xを活用したエネルギーマネージメント

や，カーシェアリングを想定し，ユーザの移動要求と各ステーションに供給される太陽光

などの自然エネルギーの有効活用の両立を目指した配車アルゴリズムなど，交通システム

とエネルギーマネージメントシステムの融合方法について様々な角度から検討していく予

定である．

また，車載蓄電池を充電する際に，蓄電池を充電する電力に加え，コンプレッサやヒー

トポンプを動かすための電力を上乗せして充電器から供給し，出発前に車室内の冷暖房や

商用車の冷凍，冷蔵室の保冷を行うプレ空調 [82,84]や，走行モータ駆動用のAC/DCコン

バータを車載蓄電池充電時の AC/DC変換にも使用するなど，車両と地上施設がつながる

ことで新たな冗長性が生まれ，お互いのリソースを相互活用する取り組みも行われている．

上述した駐車時に限らず，主目的の「移動手段」として使用する際も視点を変えること

で新たな冗長性を見出すことができる．第 5章で述べたとおり，安全性や利便性の向上を

目指し，現在の自動車には車両周辺環境を計測するためのセンサが多数搭載されている．

交通システムをはじめ，セキュリティや気象システムなどでこれらの車載センサを移動セ

ンサとして活用する「プローブカー」なる概念が提唱されている [100]．セキュリティシ

ステムでは，ドライブレコーダの画像と全地球測位システム（Global Positioning System :

GPS）の情報を組み合わせて移動防犯カメラとして活用したり，気象システムでは，オー

トワイパ用のレインセンサやオートライト用の日射センサとGPS情報を組み合わせて，各

地点の降雨量や天候を把握するなどの方法が考えられる．莫大なコストを掛けることなく，

従来の定点式観測より高い網羅性を実現する可能性を秘めている．

このように様々なシステムの立場に立ち，車両のもつ機能を複眼的な視点で捉えること

で，車両に潜在する冗長性を見出すことができ，新たな魅力創出につながる．特に電動車

両は，従来の内燃機関車両と航続距離の面で比較されることが多いが，上述したように駐

車時の活用などを考えれば，内燃機関車両にはない魅力を有している．
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自動車の大衆化の象徴となった T型フォードの登場からわずか 100年程の現代，既に自

動車単体の機能はほぼ完成の域に達しており，新たな魅力を創出するのは困難な時代に突

入している．新たな魅力創出のためには，交通システムのみならずエネルギーマネージメ

ントシステムなど，様々なシステムにおける異種多様な視点で車両を捉え，キーデバイス

としての立ち位置を見出すことが重要であると考える．換言すると，システムの中で自動

車の魅力，価値を創出していく方向に進んでいくべきである．よって，安全，性能要件のい

ずれにせよ，システム視点の実現手法を考えなければならない．そのためには，コンポー

ネントベースの製品設計から脱却し，設計初期段階からシステム全体を俯瞰し，適切な機

能配置を行うことで要件を達成するアプローチの重要性がより高まると考える．
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付録A D∗
ref 算出方法

本付録では，3.3.2項 (2)路肩退避シミュレーションで使用した (3.47)式の導出方法につ

いて説明する [36]．X軸方向に一定速度 V で走行しているとし，Y 軸方向の目標軌跡から

路肩退避を実現するD∗
ref を算出する．X軸の目標軌跡Xref は (A.1)式，Y 軸方向の目標軌

跡 Yref は (A.2)式とし，操舵開始，終了時点の位置，速度，加速度の条件から，各係数を

決定する．

Xref (t) = V t (A.1)

Yref (t) = a0 + a1t+ a2t
2 + a3t

3 + a4t
4 + a5t

5 (A.2)

図 3.22の操舵開始点 b(t = 0)における条件を，

Yref (0) = Ẏref (0) = Ÿref (0) = 0

図 3.22の操舵終了点 c(t = 5)における条件を，

Yref (5) = 2, Ẏref (5) = Ÿref (5) = 0

とすると，(A.2)式の各係数は，a0 = a1 = a2 = 0，a3 = 0.16，a4 = −0.048，a5 = 0.0038

となる．一方，車両の進行方向とX軸のなす角を ϕとすると，ϕは微小であることから，

ϕ = tan−1 dYref

dXref

≈ dYref

dXref

であり，ヨーレート γは，

γ = ϕ̇ =
d

dt

( dYref

dXref

)
となる．ここで，緩やかなハンドル操作を想定し β̇ = 0とすると，

D∗
ref = V γ = V

d

dt

( dYref

dXref

)
となり，(3.47)式を得る．
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付録B ３レベルコンセプト

本付録では，ドイツの自動車部品メーカロバート・ボッシュが提唱する３レベルコンセ

プトについて説明する [101]．３レベルコンセプトは，ECUにおけるMPU監視方法のデ

ファクトスタンダードとして広く認識されている．車載ソフトウエアの共通化を目指して

欧州の車両メーカ，部品サプライヤで策定している AUTOSAR（Automotive Open System

Architecture）でも取り上げられている手法である．

図 B.1に示すように，MPUへ実装する機能を役割に応じて３レベルに分割し，レベル

１の機能をレベル２が監視し，レベル２の機能をレベル３が監視する．算術論理演算装置

（Arithmetic and Logic Unit : ALU）の故障など，単一故障で全ての機能が喪失する場合を

想定し，レベル３は別々のハードウエアへ実装し，各ハードウエアのレベル３の間で相互

監視を行い，互いの健全性を確認する．レベル１，２，３の各機能の詳細は，以下の通り．

レベル１

センサ信号処理，目標値，操作量演算，アクチュエータ駆動やダイアグノーシスな

ど，ECUで行う制御全般を指す．

レベル２

ECUで行う制御，すなわちレベル１の包括的な監視機能を指す．包括的な監視機能

は，ECUの入出力信号の相関性をチェックし，故障検出した場合はアクチュエータ

を停止する役割を担う．たとえば，電子スロットルシステムにおいて，アクセル開度

とエンジン（または車軸）トルクの相関性をチェックし，「意図せぬ加減速」を検出す

るトルクモニタが代表的である．なお，レベル２は危険事象を限定した監視機能とす

ることで，使用する ROM/RAMなどのMPUリソースをレベル１に比べ大幅に削減

している．これは，レベル３によるチェック領域を極力減らし，危険事象発生に至る

前に故障検出，フェイルセーフを実行するためである．

レベル３

レベル２のソフトウエアの動作確認機能を指す．ソフトウエアの動作チェックは，ROM，

RAM，フロー，インストラクションの４項目が必要とされており，ROM，RAM，フ
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ローのチェックに関しては，同一MPU内のチェックモジュールにて，読み出し・書き

込みチェック，各関数のフローカウンタチェックなどの手法により行う．一方，インス

トラクションに関しては，同一のMPUリソースを使用してのチェックは信頼性が低

いため，別MPUまたは特定用途向け集積回路（Application Specific Integrated Circuit

: ASIC）に実装されたモニタリングモジュールの間で質問，回答形式の相互監視を

行う．質問と回答の送受信は定期的に行われるが，意図的に質問や回答の送信周期を

変える，誤った回答を送信することで相手が故障を認識するかどうか確認し，相互監

視を実現している．

����

����

����

MPU (Function controller)

MPU or ASIC (Monitoring controller)

Actuator
driver

ECU functions

Function monitoring

Monitoring module

Check module

図 B.1 ３レベルコンセプト機能配置
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